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巻 頭 言

技 術 と
「人 間 性

」

上 野 幸 七

技術が進むと,と かく人間性が無視 されたり,人 間疎

外が生ずるという批判がおこる。 この批判は産業革命の

結果流れ作業や分業のように生産様式が変 り人間の役割

発揮の場が次第に狭 くな り人間が機械を使うのではな く

機械に使われるよ うになる。また生産の迂回化大規模化

で公害や環境破壊などがひどくな り人間の生活水準が劣

悪化しさらには核分裂,ロ ケット,ミサイル技術など戦争

手段の開発が進んだので人間社会の平和が脅威を受ける

ようになったことが このような 批判 のもとに なって い

る。またエレク トロニクスの発達によって人間機能の多

くの部分が コンピュータを中心にした機械群によって代

替 されいわゆる人間疎外の現象が著 しくなったと指摘 さ

れるよ うになった。つま り技術の進歩 と人間性 との間が

益々乖離して くるというのである。

しかしそ もそ も人間と他の動物 との根本的な違いは人

間はホモ ・サピエンス(HomoSapiens)と して,ま た

ホモファベルとして道具を使 うということであるといわ

れている。そして道具は人間の考 える機能 とものをつ く

る機能 とによってますます発達 し複雑化,巨 大化 して来

たのである。従って人間はそ もそ も発生の起源からして

技術 とは分ち難 く結 びついていたのである。その後人間

のニーズが衣食住の原始的な ものから,よ り高度のもの

に移るにしたがって技術はその物的要求によ くこたえて

きたのであって技術発達の歴史的過程のなかでこのよう

な技術の進歩がいかに奴隷制度や封建的制度のよ うな非

人間的な ものを崩壊 し排除 されて きたかは明らかなこと

である。

技術は人間要求の物的な ものを充足 して「生 き残れる」

という最少限度のニーズを満たすだけでな く生産流通の

過程における人間の役割についての新 しい概念を発見し

機械を媒体にしてこれを実現 し人間の働 きを一層高度化

純化して最 も重要な分野にこれを集中し得 ることを可能

に したのである。すなわち技術は生産流通過程における

人間の役割のなかか ら肉体的負担を取除きこれによって

人間の尊厳 と個性的価値を存分に発揮 し得 る時間的精神

的ゆとりをつ くることに貢献 したのである。技術の進歩

は人間の自由を脅かすという批判 もあるがこれはまった

く歴史的事実に反 してお り,自 由こそ技術進歩の前提条

件であり,ま た技術の進歩によってますます自由そのも

のの範囲は拡大 され,そ れが精神的豊かさや高い水準の

芸術に結実するのである。

技術の進歩は人間の独創力,想 像力,感 受性などす ぐ

れて人間的な諸属性を必要 とするのであって,こ の観点

だけから見 るならば鉄や繊維の生産 も電気回路やコンピ

ュータの作製 も絵画や文学,音 楽づくりも同 じ人間性の

所産である。 このような意味から技術の人間性を疑 う余

地はほとんどないように思われる。ただ武器に関する限

り技術が非人間的側面をもつ ことを否定することはでき

ない。技術は一面では物や心の豊かさ,便 利 さ快適 さ,

社会秩序の保持や平和 と安全などの人間性を追求するの

であるが他面ではこれと全 く相容れない戦いの手段に係

り合いをもつとい う矛盾を内包しているのである。 この

矛盾を解 く途は技術の人間性を貫徹 し,常 に人間 「主人

としての座」を守ることではあるまいか。

(当協会会長)
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技術開発 の産業活動 に与 えるイ ンパ ク ト

"シ ステ ム型技術"を 支 え る情報技術

当協会が昭和53年12月13日 に開借呈した第1回 評議員会講演において,㈱ 三菱総合研究所 ・専

務取締役 ・工学博士 牧野 昇氏を講師に招 き,シ ステム型技術の産業活動に与える影響の諸

様相について講演していただいた。同氏のご好意により,以 下にその要旨を掲載する。

1.技 術 進歩 の インパ ク ト

現在,経 済企画庁は中期経済計画の策定に取 り組んで

いる。当協会の上野会長はその産業分科会の座長で,私

も委員 としてお手伝いをしている。一番問題なのは,日

本経済の潜在的な成長力が非常に低 くなっていることで

はないかと思 う。

普通,経 済の成長性を考える場合,潜 在的な成長力を

支えていく要因に3つ の柱がある。一番目は労 働 で あ

り,二 番目は資本つまり設備投資であ り,最 後は技術進

歩である。人間が2倍 で設備が2倍 でも,技 術進歩がか

ぶされば,実 際は8倍 になる可能性 もあるわけで,日 本

も戦後30年 で実質15倍 も成長した実績をもっている。

昭和30年 代の成長のほぼ3分 の2は 労働要 因 で あ っ

た。40%も いた農業人口が一挙に二次産業になだれ こん

で,15～6%に 減少 した。

昭和40年 代は設備投資。海岸にコンビナー トが林立 し

た。ところがこの2つ の要因が現在まった く期待で きな

くなっている。いまや労働人口が二次産業から三次産業

へと,生 産性の低いところに流れている。オイルショッ

ク前まで,過 去18年 間で年率15%と いう設備投資の伸び

が,こ の4年 間では前年比マ/ナ スとなっている。今日

の設備投資は 、すかいら一 く、などのレストランやイ ト

ーヨーカ堂な どのスーパーという三次産業に向けられて

いる。

したがって,こ れか らの産業活動の潜在的な成長要因

は技術進歩に頼 るしかない。

ところで,技 術の問題でオイルシ ョック以前に圧倒的

に多かったのは,公 害,環 境問題であった。その次が資

'・-2

源,エ ネルギー問題。そのあとこの2～3年 は低成長経

済 とい う問題が非常にクローズアップされた。そのいず

れ もが最近は下火になった。現在の企業で特徴的なこと

は,同 じ業種のなかですごくいい企業と悪い企業 との格

差が日立つ ということである。同じ業種で企業間の利潤

のバラツキが,過 去の5年 前に比べて3倍 に な っ て い

る。その上の方にバラッイているのが,新 製品の開発を

うま くやった企業である。

たとえば不況業種の代表選手 としてあげられている合

成産業の中にあって,、 旭化成やはいままでに赤字を出

したことがない。東 レ,帝 人 を抜いて,い まや業界の ト

ップの座を占めている。その旭化成の宮崎社長の話で,

非常に印象に残っているのは 、私が社長になった時の製

品で現在残っているのは3割 しかない、 ということであ

る。

また,低 成長産業,構 造不況産業 といわれて,新 製品

が生まれ難 くなっている。 しかし,'申小物のものでも充

分に成長できる。家電産業でも,'三 菱電機群馬製作所、

はいろんな工夫をして小物の新製品を開発 し,2年 前の

売上高が270億 円であったのを,去 年が470億 円,今 年

は1,000億 円と伸ばして,赤 字から一挙に,億 の数字が

2つ 並ぶほどの黒字に転換した。

2.技 術進歩の現状

それではいったい現在の技術進歩 とはなにか。この点

に,非 常に高い関心が払われている。

(1)技 術進歩の停滞

最近,星 野氏の書いた 塊 はや技術なし、 という本が

ベス トセラーになっている。 この言葉で象徴 されるよう

づ
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に,技 術 とい うの は現在進歩の影 を失 ってい る。

しか し,私 の持論 は技術進歩 は波 を うつ,と い うこと

で,一 番新 しい波 は1925年 か ら55年 で,こ の時代に デジ

タル コン ピュータ,ト ランジス タ,電 子複写機 テ レビ,

DDT,ナ イ ロン,ポ リエステル繊維,農 薬,ロ ケ ッ ト,

ジ ェッ ト機関,原 子力動力,超 ジ ュラル ミン といった も

のが次 々 と出て きた。 しか し,そ の後 は ここ10～20年 間

はまった く出て こない。技術革進 は確 かに停 滞 し て い

る。 しか し,私 は2,000年 を前後にまた新 しい技術が続

々 と出て くる と思 ってい るが,現 在 は技術進歩 の面 で画

期的な ものが 出な くな ってい ることは確かだ。

(2)技 術 進歩 に対す る社会的反発

技術 とい うもの を考 える場合確か に悪 い面 もあること

に注意すべ きだろ う。最近,技 術進歩の デメ リッ トに対

す る社会的な反発が出 て きている。深刻な例 として は,

オ ース トリアの原子力発電所が運転寸前の住民投票で負

けて しまった。 日本 では原子力船 むつ号に対す る反対運

動 があ る。

合成 タンパ クに対 す る反対 もその一例 で,石 油 をタン

パ ク化 して豚 の飼 料にすれ ば,非 常 に効率 が 高 い の だ

が,こ れが反 対 されて駄 目にな った。皮 肉な ことに 日本

の タンパ ク化の技術が イタ リーに輸 出 され10万 トンプ ラ

ン トが2基 稼 動す るとい う。

皆 さんの協会に関係 のあ るコンピュー タ もいろいろ と

反発が 出て きている。 第1に,国 民背番号化反対 とい う

プライバシーの問題が ある。第2に,管 理社会,つ ま り

人 間が機械 に使 われて,つ ま らない仕事 ばか りや ってい

るとい う。例 えば,中 央郵便局の手紙の選別 はコンピュ

ー タがや る
。 判読で きないのはカ ゴへ落 ちる。 その落 ち

たの を拾 って いるのが人 間だ とい うわけであ る。

第3に 仙台の よ うな大地震が東京でお きた場合,日 本

の経済機構が メチ ャメチ ャにな る。強力な磁 気爆弾 で も

同 じ結果 になるか ら,あ ま りコン ピュータに依存 し過 ぎ

てはいけない。第4に,今 の子供 は小学生 で も卓上計算

機 を使 ってい る。昔 のよ うに九九 を覚 えな くて も,ボ タ

ンを押 すだけで計算 がで きる。 そのため,も のを考 えな

い人 間が多 くな る。

第5に,テ ク ノク ラ一一トは コン ピュー タを駆使 して,

非 常に高 度な情報 を握 ってい るが,一 般 の人 は週刊誌並

みの情報 しか入 っていな い。 いわゆ る情報の偏在 化の問

題 であ る。第6に,コ ンピュー タを使 った犯罪が増 えて

くる。 コンピュー タの普及 に伴 って こういった もろ もろ

の反 対論 が出て きてい る。

(3)巨 大 化技術 に対す る反省

技術進歩に対す る抵抗 として,巨 大化 の問題が ある。

一般 に巨大な もの ほど効率 がいい
。 た とえば,容 量10ト

ンの溶鉱炉 を30ト ンにすれば,3倍 の生産 に対 して建設

費 は1.7倍 で 人間 は変わ らない。 日本 の鉄鋼 がすば らし

いの は当 り前 で,世 界中の10大 溶鉱炉 の うち8つ が 日本

にある。 この伝で タンカー は排水量40万 トン,発 電所 は

ワンサイ ト数 百万Kワ ッ ト,ト ラックは40ト ンといった

具合 に巨大化へ 巨大化へ と走 って きた。

ところが いまや,こ のよ うな大 型化の傾 向に対 して反

省期 に入 って いる。第1に,あ る程 度の大型 にな ると技

術的 に限界が くる。第2に,infrastructure,/ン フ ラス

トラクチ ャー(社 会資本)と の アンバ ランスが増 える。

トラックが大 き くな り過 ぎる と東名高速が走れな い。大

きな船 では港 を全面 的に改修 しない と入れな い とい う問

題 が発生 する。

第3に,大 きな ものは事故 の被害 も大 きい。 それか ら

第4に,低 成 長期 に入 ると,3年 で もとが とれていた設

備投資が,10年 も遊ばせておかな ければな らな くなる。

大 きい ことはよいこ とだ とはい えな くな った。

コン ピュータにつ いて も,か つ ては大型化 に 走 っ た

が最近 はdecentralizationと か,distributeddataproc

essingの 傾 向が さかんに言 われ ている。

このよ うな傾 向か ら最近流行語 の"appropriatetech-

nology"つ ま り,ほ どほどの大 きさの技術を これか らは

開発 しな けれ ばな らない,と い うことが大 きなテーマ と

して取 りあげ られて いる。

(4)資 源 節約型 の技術の台頭

地球上の資源 は有 限である。 この有 限な資源 を節約 し

て使 うための技術が 台頭 しつつ ある。 これ をhusbandry

technologryと い う。husbandと い うのは 、夫、 とい う

意味の他 に 喉 約、 とい う意味が ある。 欧米 ではオヤジ

が全部金 を握 っていて,チ ビチ ビ奥 さんに渡す らしい。

だか らhusbandryと い うのはけち とか,倹 約 とか,つ ま

しい ことを意味す る。 こ うい った傾 向の技術がでて きた

一3一
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の も最近の特徴である。

3.技 術進歩の新 しい動向

以上の よ うな最近の傾向のなかか ら生 まれて くる技術

進歩の新 しい動向 はなにか とい うとTheStateofArts

とい うことで ある。

私 はソニーの井深 さん と一緒 に,ア ポ ロ13号 が打 ち上

げ られ た時,NASAに 一 週間勉強 に行 って きた。その時,

計 画のヘ ッドであ るウ ェッブ博士 は,、 あの アポ ロには

新 しい発 明発見はなにひ とつない。現 在の技術 の範 囲内

(withinthestateofart)で,こ れ を組み合 わせて完成

させ たの だ、 と強調 していた。

つま り,現 在 の技術 は,新 しい ものを発明発見 する技

術で はな くて,既 存の技術 を うま く組み合 わせて,ひ と

つのシステムを作 り出す技術が非常 に重要にな ってい る

とい うことであ る。 これは社会的に もアクセ プ ト し 易

い。 その ためには,お 互 いの持 っている情報 をいかに う

ま くや りと りす るか とい う 、情報技術、 それか ら,そ れ

を最適に組み合 わせ関係づ けをす る'ソ フ ト技術、'知

的技術、 とい った ものが必要 にな って くる。

これが現代 の技術 における非常 に大 きな問題 として ク

ローズ アップされてお り,言 い換 えれば,現 代にお ける

技術開発の新 しい動向であ る。

最近,シ ステ ム製品,ハ イ ブ リッ ド製品 と い う も の

が,い ろんな形 で増 えて いる。特 に,機 械 とエレク トロ

ニクス を組み合 わせ た製品が,驚 くほ ど進 んでいる。電

子 技術 の微少回路部 門の非常に大 きな進 歩が 原 因 で あ

る。

例 えば電卓,初 期 の ものは大 きく,四 則演算だ けで20

万 円 したのが,今 は平方根ま で出来て4,000円,落 とす

と木の葉の よ うに降 りて くる。 これは,チ ップの上 に何

千個 もの素子が載 るよ うにな っtか らで,実 はすでに5

万 個載 るよ うにな って いる。 その次 は10万 個載 せる こと

も夢 ではない。

この間,松 下電器 の津坂技術本部長に'ナ シ ョナルの

家庭電器の中 で,マ イ コンを使 ってい るのは どの製品 で

す か、 と質問 した ところ,、 その質 問はおか しい。何 に

マイコンを使 っていな いか と,聞 かれれば答 え られ る、

と言われ た。それ ほ ど家電製品の中です ら もマイ コンを

使 うの は当 り前の こととな ってい る。

私 が言 いたい ことは,こ のよ うな組合 せ技術,複 合型

あるいはシステム型技術が,従 来の発明発見の技術に取

って替 って,い まや大変重要な技術 として登 場 して きて

いる とい うことで ある。

4.未 来技術

最 後に,未 来技術 について,ど んな ものが あるか触れ

てお きたい。

(1)生 科 学革命

毎 年12月 末 日に,朝 日新 聞で 、今年 にお ける科学技術

のベス ト10、 とい う特集 をや ってい るが,過 去3年 間,

その トップが ほ とん ど"lifescience"も の であ る。去 年

は遺伝子の組み替 えで,ホ ルモン剤 を製造す る とい う実

験 であった。 その前のベス トワンが,自 分で作 った遺伝

子 を生 きた遺 伝子 の中へ入れ て生か してしまった。 その

前が いわゆ る生分解作用 で,油 を食べ てい くス ピー ドが

従来の5倍 とい う微生物 を生 み出 した。今年 はお そ らく

試験管ベ ビーだ と思 う。

このよ うに現在 最 も進歩 し,最 も先端 的な もの といえ

ば,生 科 学の分野で ある。だか らこの分野 は,わ れわれ

に いろんな もの を もた らして くれ る可能性 を 秘 め て い

る。

最近 はひ とつ物 を作 る場合,熱 科 学でな く,微 生物 で

作 ろ うとす る傾 向が強 い。例 えばサ ン トリー とかキ リン

ビールは発酵 でつ くる。樽詰 めにして,1年 経 って暗闇

か ら出 して くると2,500円 で売れ る。エネルギーは全然

使 わな いか らもうか るわ けだ。 この よ うな ことが,い ま

や医薬 品や調味料の生産につ ぎつ ぎと使われてい るし,

将 来は食糧問題 も微生物 を使 って解決す ること もで きる

であろ う。

しか し,人 間が神 さまの真 似を して,こ んな ことをや

って もいいのか とい う疑 問が ある。昔 は梅 毒が世界をま

わ るのに3年 かか ったが,い まは2ヵ 月であ る。 妙な微

生物 をつ くりだ し気がついた時に は人間が全 部駄 目にな

って,地 球上 には悪性のバクテ リアだ けが残 っていた と

い う危 険性 もあ る。生科学革命 のインパク トは 怖 さ も

100倍,興 味 も100倍 とい うのはそのへんに ある。

(2)エ ネ ルギー革命

一一4一
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過去,技 術進歩の イノベ ーシ ョンに は例外な しに,エ

ネルギーの転換が伴 なっている。産業革命の時に はタキ

ギか ら石炭へ移 った。昭和20年 代 か ら30年 代に かけての

イ ノベーシ ョンは石炭 か ら石油 に変 った。 この よ うに,

エ ネルギーの変化 する時 には,す べ ての機械,す べ ての

装備 に影響 を与 えるので,大 変大 きな産業革 命 が 起 き

る。

1990年 代 以降 のエネルギー転換 は,太 陽 とか地熱 とか

いわれてい るが,当 然本命 としては核融合 が 考 え られ

る。 この転換 は,レ ーザー利用 によ ってかな り実用化が

早 められよ う。 実現 すれば大変大 きなインパク トが予想

され る。

(3)材 料 革命

いつの時代で も,イ ノベー シ ョンの基本にな るものは

材料革命で ある。1990年 代 に想定 され る ものは,次 の よ

うな ものが ある。超高圧,あ るいは超 高温または超低 温に

よって,非 常に薄 い膜 とか非常に純度の高 い結 晶が出来

る。例 えば光の音波。超 音波の極限 とい うの は光だが,

光 は7色 といって雑音が 多か った。 しか し,単 色音 にし

て谷 や山を揃 え るとレーザーにな る。 この技術 を利用す

れば,現 在 よ りは るかに多い情報量 の伝送 がで きる。起

伝 導材料,ホ イス ガー,ニ ューセ ラ ミック,ア モ リフ ァ

ス メタル,こ うい った材 料革 命の芽 がい くつか出始 めて

お り,1990年 以 降には花 開 くはずであ る。

(4)情 報革命

最近,情 報 とい うものが産 業界や政府 の中 に 止 ま ら

ず,社 会の中に入 って きて,非 常に大 きな影響 を与 えて

いる。輸送,教 育,医 療の分野,あ るいはスーパーな ど

の流通機構 に も,い ままで工場の中にいた情報技術 が ド

シ ドシ入 って きて,大 きな インパ ク トを与 えてい る。 し

か も,そ れ は当然の ことなが ら通 信ネ ッ トワー クを通 し

て入 って くる。

有名 な ロン ドンエコノ ミス トが こ うい っていた。 、過

去100年 間,世 界 を栄 えさせ たの はアメ リカで,そ の成

長 の もとは自動車 であった。 その前の100年 は大英帝 国

の時代 で,そ の繁栄の もとは蒸気機関車で あった。 これ

か らの100年 は太平洋 の時代 だ。 その中心 は日本で,そ

の成長 を支 える ものはテレ コミュ ニ ケ ー シ ョ ン で あ
`

る。、

テ レコ ミュニケーシ ョン とは,コ ン ピュータと通信 ネ

ッ トワー クの総合的 な組 み合 わせ による情報 ネッ トワー

クの形成 にあ るが,そ の使 いかナこの技術 にかけて,日 本

は抜群の もの を持 ってお り,日 本 の もっている技術力が

そこで最大 限に発揮 され るとい うのであ る。

今 日の情報化社会において,情 報革 命 とい うものがい

ろ いろな形で社会に入 って くるが,日 本人 の適応 の技術

が格段 に高 い ことが,今 後非常に有利にな るとい うこと

を結 びの言葉 として,本 日の話 を終 りたい と思 う。

,
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◇講演要約◇情報化週間 国際講演 ・討論会より◇

国 際 協 力 に よ る対 処 を

国 際 間 デー タ フ ロー を め ぐる諸 問題

フランス.IRIA所 長 ア ン ド レ ・ ダ ン ザ ン

通信とコンピュータの結合および大規模なデータベースの形成に伴ない,国 際間のデータ流

通が爆発的に増大している。一方,欧 米各国は,デ ータおよびプライバシー保護法を制定しっ

つあるが,各 国が夫々の立場で独自の規制を加えている上,海 外 とのデータ流通に規制を加え

ているところも出てきている。OECD,ECな どでは,こ の種の規制は本来国際的見地で行

う必要があるとして,数 年前より調査を進めてきている。この問題は,海 外各支社 とデータを

交換している多国籍企業には今後大きな影響をもつと予想され目下,内 外で多大の関心を集め

ている。ここに紹介するのは昨年の 「情報化国際講演 ・討論会」(昭 和53年10月4日 ・5日)

か ら国際間デークフローをめぐる問題点,解 決へのアプローチについての同講演会のセッシ ョ

ン皿におけるアン ドレ ・ダンザン氏の講演を要約した ものである。

●

◎

4

1.定 義

国際間 デー タフ ロー(TDF)を め ぐって さまざまな

問題 が提起 されている。 この問題 はOECD,ユ ー ロ ピ

アン ・カウンシル,あ るいはまたフ ランス政府の人 々 と

検討 して いるが,い まだ明確 な答 えは出てない。 しか し

なが ら,問 題 は きわ めて重 要であ り,ま た緊 急を要 す る

ものであ り,ま た,だ れ も提案すべ き解決 を用意 してい

ない とい うのが現実 である。

まず最初に,定 義か らス ター トしたい。 これによって

問題 を明確 にし,次 に これが きわめて爆発的 な進歩 であ

る とい うことを説明す るた めにいろいろな プログ ラムを

提起 し,問 題 も提起 したい。最 後に,解 決に対 す るアプ

ローチを国の努力お よび国際的な努 力に分 けて説 明を し

てみ たい。

われわれはまず コンテン ト,つ ま り内容を考 えなけれ

ばいけない。 それか ら,コ ンテ イナー,プ ロデ ューサ

ー,ハ ン ドラー,ユ ーザー,こ れだ けに分 けて考 えなけ

れ ばな らな い。 コンテン トとい うの は明 らかであ り,そ

れ は情報 その もの である。 コンテ イナー とい うのは,プ

ロセシング ・シス テムで構成 されてい るもので,特 にデ

ー タバ ンクやネ ッ トワー クか らなる ものである。 また,

情 報 の プロデ ューサー とい うの は研究室 であ り,こ こか

らは科 学的な情報 が出て きてお り,各 国の統 計資料 サー

ビス もそ うであ る。 また,ハ ン ドラー とい うのは プロデ

ューサーのつ くる情報 を収 集す るわ けで,そ れ をコンピ

ュー ター にのせて リモー ト・アクセスがで きるよ うにす

る。 これ はユーザ ー ・ター ミナルまでの伝送 ネッ トワー

クを利用 し,コ ン トロールす るわ けであ る。 ユーザ ー と

い うのは非常 に分散 してお り,必 要 とす る情報,ま た意

志決定 のための情報 を買 う。 もちろん,内 容 とコンテ ィ

ナー との間にはいろいろな インタラクシ ョンが あるし,

プ ロデ ューサー,ハ ン ドラー,ユ ーザーの間 に もいろ い

ろなイ ンタ ラクシ ョンが ある。 しか しなが ら,こ うい っ

た複雑 な状況 において一体何が問題 なのか とい うことを

理解 す るために,ま ず定義づ けることが必要か と思われ

る。

次に,事 実を見 てみると,き わめて爆発的な進歩が こ

の分野ではあ った とい うことが言え ると思 う。 トランス

ボー ダー ・デー タ ・フローの きわめて急速 な成長 とい う

の は3つ の大 きな進歩が収敏 した ものであ り,そ の1つ

は基本的な技術,テ クノロジーであ る。2番 目は,情 報

の交換に対す るニーズ,こ れ は世界 的にいえ ることであ

る。3番 目は,イ ンフ ォーマテ ィックおよびテ レコ ミュ

ー6－
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ニケー シ ョンにお ける進歩であ る。 ニーズ とい う圧力 に

よ り,技 術 を動員 して情報処理 システ ムを進 歩 させ,ト

ラ ピックの増大 と技術的な進歩に よ り,価 格 が 低 減 さ

れ,信 頼性が増大 し,ま ナこあ らゆ る種類のサー ビスの フ

ァシ リテ ィが改善 され,そ の現 象が独 自の加速力 を もっ

て進歩 して きた とい える。

次に爆発的技術進歩に関 してで あるが,あ る種 類の ダ

ー ウ ィン的な進化論が ここで起 こってい ると言 える。 つ

ま り,あ る意味の 自然淘汰が起 こってい るわけであ る。

いろいろな種 類の新 しい技術の ファ ミリー とい うのが 出

て きて はダー ウ ィン的な進 化を遂 げてい るわけである。

過去100年 間 にで きた科 学的な技術 の結果 として,真 空

管が発明 され,ト ランジス タ,磁 気 メモ リー,レ ーザ

「 マイ クロプロセ ッサ,オ プテ ィカル ・エ レク トロニ

クス とい ったよ うな ものが発明 された。特 に,マ イ クロ

プロセ ッサ とい うのが非常に コス トが安 くなって きてお

り,そ の結果 として きわ めて新 しい アプ リケー シ ョンが

広範 に発達 して きt。 これか ら20年 間の進歩 とい うのは

い ままでよ りもさらに大 きくな るであろ うと思われ る。

こういった技術的な進歩の ほかに も重要な ポイ ン トが

あ り,た とえばテル スターか ら始ま るテレコ ミュニケー

シ ョン ・サテ ラ/ト が1962年 に あ らわれた。 そ こで初 め

て価格 とコ ミュニケーシ ョン ・タイム とセキ ュ リテ ィが

距離 によって影響 を受 けな くな ったわ けで ある。 また第

2番 目の大 きな/ベ ン トとしてはソフ トウエア ・コンセ

プ トが あ らわれた ことである。 これは多分1960年 ごろの

ことで,技 術が きわめて大 きな コンプ リメン トを与 える

よ うにな り,そ して きわめて複雑な アセン ブリーの機能

が で きるよ うにな ったわ けで ある。

2.TDFの 二 一ーズ

それでは,次 にニーズを考 えてみる ことにす る。 トラ

ンス ボー ダー ・デー タフロー(TDF)に 対 して さま ざ

まな ニーズが考 えられ る。 ジエッ ト機が普及 したので,

航 空機の予約 とか ホテルの予約 とい うことが必要にな り

この点 に関 して も非常に大 きな ニーズが考 え られる。

ま た,国 際的な通 商,ビ ジネスの増大 によ るところの

ニーズ も見込まれ る。

また,大 量の科学技術的な情報 とい うのが蓄積 されて

い るので,そ ういった情報 を交換す る ことが 必 要 で あ

る。 しか しなが ら,フ ランスにおいて はフランスで必要

とする情報 の5%ぐ らい しか出て いな いわ けで,残 りの

95%と い うのは当然外部 か ら取 り寄せな けれ ば い け な

い。 とい うことは,当 然TDFが 必 要にな るわ けで,フ

ランスだけを孤立 させ る ことはで きな いわ けで,デ ー タ

フ ローの交換 に対す るネ ッ トワークに どうして もフラン

スは参加せ ざるを得 ない とい う状況 に現在置 か れ て い

る。

また,政 府 わよび企業の経 営者,意 思決定者 もニーズ

がある。 どちらに して もデータバ ンクか らの情報の交換

とい うものが非常 に重要な意味 を持 って きてい る。

それか ら,多 国籍企業の経営者 として もど うして もT

DFが 必 要欠 くべ か らざる もの にな ってい ることは当然

明 らかである。 また,リ モー ト ・データ ・プロセ シング

も必要 にな る。 あるいは,犯 罪 とい うものが国際化 して

い るので,警 察力 も国際化 していかな けれ ばな らない。

それか ら,テ レコミュニケーシ ョン ・サ テライ トの利

用 時代 もまた始 まったばか りとい うことで,枚 挙にい と

まのないほ どのニーズが ある。

このよ うな膨大 なニーズが あ り,こ れ はまず最初 に先

進工業 国の国内であ らわれている。特 に米 国においてそ

の傾 向が強 かった。技術的な ツール を利用 して,非 常に

強力 な情報産業 の増大 を促 し,こ の情報産業 とい うのが

3つ の基本 的な問題,つ ま り情報の ス トレージ とプ ロセ

シング,ま た,大 量 のデー タのアクセス とハン ドリング

の管理,そ れか ら,長 距難 にわた って効率 を失 うことな

くデータを トランス ミッ トす る。 そ して値段 も高 くない

よ うな形の デー タ ・トランス ミッシ ョンとい うもの を必

要 としてい る。 また,テ レコ ミュニケーシ ョンにお いて

も同 じよ うな急速 な進歩 が見 られ た。進歩が こ こで とま

ってい るわ けではない。大型 のデータバンク とか ネ ット

ワー クのソ フ トウエア も改善 が必要 とされ,マ イク ロプ

ロセ ッサ とか レーザー とかオ プテ ィカル ・ファイバー と

い うものの出現 によ り,ス ピー ドも上 が り,価 格 も下が

り,安 全性 も上 が ってい る。
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3.問 題 点

問題 は何 か,そ れにつ いて触れ てみ たい。 とい うのは

まずそ もそ も情報 とは力 であ り,ま た,情 報 とは経済 的

な活動 で もある。情報 は一種の流体で あって,流 体 であ

るがゆえに濃縮 を されたが るとい う傾 向 を もってい ると

い うこと,こ の情報 の性格 を忘れて はな らない。 それゆ

えに危 険 もある と同時に利点 もあ る。 昔,知 識 とい うも

のは金 であったわけで,政 治 的に貧 しい者 は知識 を持 ち

得 なかった。つ ま り,知 識 とい うのは一握 りのエ リー ト

の手 に握 られていたが,現 在で は違 う。 つま り,権 力 の

最 も重要な源 は情報 であるとい う時代にな った。

また,情 報 とは経済活動で あるとい うふ うに述べ た。

た とえば,米 国でMarcPoratが 調べ た1860年 か ら1980

年 ま でのマンパ ワーの推移 に,そ れが如実 に示 されてい

る。 これは農業,工 業,サ ー ビス,情 報処理の4産 業分

野 について,マ ンパ ワーが どう変化 しているか ま とめた

ものであ る。

この うち,情 報活動に関す るマンパ ワーをみる と,米

国にお ける人 口の50%を 占めている。 これはアメ リカの

社会にお ける きわ めて大 きな変化 を意味 してお り,ア ク

テ ィブな人 口の50%は 知 識 を修得 し分散す る こと,ま た

情報の シンボルを操 作す ることに従事 している ことを示

す もので あろ う。 実際に この グループのサラ リーは一般

よ りも高 くな ってお り,そ の意味 で付加価値 とい う点 か

ら考 える と,50%以 上 が大 きな意 味での情報活動 か ら得

られてい ると言 って差 し支 えない。

情報 は液体であ り,と きには凝縮 を され,と きには分

散 をする。情報 とい うのは どこで も生 まれ る もので,研

究室 で も,ま た最 も普通の業務 をや る場合 にお いて も出

て くる。 た とえば雨の中か ら水 が出 るとい うことと同 じ

で,こ の場合 には拡散 され た情報,液 体 とい うことにな

るわ けであ る。利用価値 を高 めるた めに は,情 報 を集 め

て凝縮 しなければな らない。人 口の動態的,経 済 的,金

融的,社 会 的な情報 を集 めるよ うな統計局,ま た科学技

術的 な情報 を集 め るパ ブリケーシ ョン ・シス テムが この

凝縮作用 を果 たす。

一般的 に
,こ ういった情報の収集 は大 きな機 関が行 っ

てお り,ほ とん どの場合 は国の機関であ る。 われわれの

言葉 では,こ れ らのソースが データの プ ロデューサーに

な るとい うことである。 この段階で はその コス トはきわ

めて高い もので,情 報 とい うの は一般的 には市場価格 と

い うものはない。 そ して,デ ー タとい うの はソー スか ら

ほとん どただで提 供 される とい うことが 多い。 したが っ

てそ こでハ ン ドラーが介入 して,第2次 的な凝縮作用が

行われ る。 この凝縮作用 とい うのは,集 めるべ き情報の

すべ ての タイ プに専 門を持 っているよ うな プ ロデ ューサ

ー との リエ ゾン ・シス テムをつ くるとい うことで,そ し

て この情 報を処理 して デー タベースをつ くるよ うな組織

化 された メモ リーの中にイ ンプッ トする とい うことで あ

る。 適切な ソフ トウエ アをつ くることによって,こ の デ

ータをデータバ ンクに変換 す ることがで きるわけで
,こ

れ は さま ざまな形の質 問によ ってア クセスが で きる。 し

か しなが ら,こ の段階で は,ユ ーザーは この情報 に対 し

てアクセスをす るためは市場価格 を払 う。凝縮 された液

体 か ら情報 は再 び拡散 された液体 の方 に戻 る。 しか しな

が ら,そ れが ユニークな1つ の貯水池 を通 るわけで,そ

れか らた とえばいろいろな テクニカル ・ポ リシーを使 う

よ うなハ ン ドラー を通 って,い わゆ るかんが い用 の運河

を通 って,こ れは ランゲー ジとかア クセスの条件 で決 め

るわ けで あるが,ま た価格決定 とい ったよ うな商業的な

ス トラテジー も関係す るわ けであ る。一般 に こうい うハ

ン ドラーの当初の経済 コス トは きわ めて高 いわけで,ソ

ースか らデータを収集 して ,そ の価値 をチ ェックし,常 に

ア ップデー トを し,ま たス トレージ用に情報 を コーデ ィ

フィケーシ ョンす るとい うことは きわめて大 変な作業 を

含む。 デー タバ ンクか らのソフ トウエアを改善 してユー

ザーの要 求に合 わせ,ま たメンテナンス と信頼性 を高 め

るとい うこともきわめて コス トの高 い作業 であ る。現在

の状況 は,最 初 のオペ レーシ ョンが きわ めて高 い,と い

うことに ある。一 方,伝 送 コス トは非常に安 く,ま た,

距 離 には何 ら関係 ない とい う状況にあ る。 つま り,典 型

的に規模の経済 とい うのを生 かす ことがで きるわけで,

価 格形成 とい うのが低 く抑 え られる。通 常の場合 には,

これ は独 占な いしは寡 占体制的 な安定性 を もた らすほ ど

の もので ある。 この コス トに関 して は,き わめて少数 の

ハン ドラーの間で しか選択 で きない。 こうい うよ うに,

ク ローズな リンクがハン ドラーの間にあ るとい うことか
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ら,情 報は コー デ ィフ ィケー シ ョンが行 われ ると非常 に

利用 しやす くな る。 そ して,そ れに対 してアクセスする

場合に は特殊 な言語 を使 い,そ れ さえ習得 すれば自由に

使 うことがで きる。 同 じことが ター ミナルやネ ッ トワー

クに も言 える。専用 化 さえすればいい とい う こ と に な

る。 こ うい う形 で コンテ ナーがカス タマーに影響 を与 え

て,そ して カス タマーは常 に同 じハ ン ドラーに対応 しな

ければな らない とい うことになる。

それでは次に,危 険な側面 について考察 を してみ る。

まだ概念 的な段階 であ るが,情 報 は権力 である とい う

ことか ら,政 治 的な主権 に対 する攻撃 に もな り得 る。ま

た,情 報 とは経済活動 であるが ゆえに,TDFと い うの

が経済的な主権 に対 する危険 とな る可能性 もあ る。情報

とは文化 であるが ゆえに,文 化的な主権が損われ る可能

性 もあ る。 これにつ いて とりたてて申 し上 げる必要 もな

い と思 う。 こういった危険が現 に存在 して いるとい うこ

とはまず認 めなければな らな い。一体 どうした らい いの

か とい うことに関 してはやは り経験 を待 たな けれ ばわか

らないわけで,本 当に危険が ある とした らどの程度の も

の なの か とい うことはまだわれわれに はわか らない。 た

だ危険 だけではな くて,利 点 もあるとい うことを考 えな

ければいけな い。国際的な貿易の開発 にはTDFと い う

の は欠 くことが で きな い し,国 際的な協力に も欠 くこと

の で きな い要素 である。危険 もあ り,利 点 もあるがゆ え

に,両 者の バランス を とるとい うことはわれわれに とっ

ては非常 にむずか しい困難な作業 とな って いるわ けであ

る。 た とえば,ア メ リカ西海岸にあ るコンピュー タを安

い夜間料金 でフランスの企 業が使用 す るケースがあ る。

この場合,一 体 どの程度まで アメリカの ソフ トウエア

に対 してた とえばフ ランスの産業がみずか らの身を守 る

ことが で きるのか,た とえばタイ ムシ ェア リン グとい う

ものが あるか ら,そ れに どうして も頼 りが ちにな らない

だろ うか とい うことである。 こうい った状況 に関 してフ

ランスの政府 も懸念 を抱 いて,た とえばいままでの国家

的 な研究所 とい うの は,何 か情報が必要な場合 に,す ぐ

アメ リカに頼 る とい うことが実際 に行われてい るのが現

状 である。 また,あ る国の持 って いるプライバ シーに関

す る法律 を何 らかの形で抜 け穴 をつ く って,そ して迂 回

して しま うとい うことは,た とえばス ウェー デンの場合

に関 して も,ス ウェー デン人 が一体 どれ くらいの給与体

系 を持 って いるか とい うことを調べ ることも可能 にな っ

て しま う。 そ して,ス ウェー デンの人 口が一体 どの程度

の ものであ るか とい うことをやろ うと思 えばで きるわ け

で,こ うい った活動に対 しては,ス ウェーデンの当局者

も,ま た当該の国に関 して もそれ を規制 す ることはで き

な い。 それか ら,非 常に少ない少数の プロセシ ング活動

とい うものが集中 して しま うとい う危 険は非常 に大 きい

わけで,こ れ も単な る想像の産物 とは言えない。1977年

の9月,OECDが ウ ィーンで会合 を持 ちこういった事

実 を明 らか にした。 国境 を越 えて アメ リカの会社 の外 国

の子会社に依存す ることによ って,米 国は現在 のTDF

の 少 な くとも70%を 提 供 してい る。 そ して,デ ータベー

スの全世界的な存在 量の70%,つ ま り3分 の2を す でに

持 っているとい うことで ある。 また,ア メ リカが600の

デ ータベースを持 っていて,そ れによって リモー ト・プ

ロセシングをや ってい る。 そ して,そ の うちの400に 関

してはヨー ロッパで アクセスで きるとい うことである。

現在の政 治的な状 況をふま えて,TDFに 対 する意思

決定が行われ る環境を考 えるときに,幾 つかの 困難な問

題 に直面 す るが,そ れを挙 げてみたい。 まず第1は,問

題 自体が十 分に理解 をされていない とい うこと。第2は

意思決定者 はその提起 され る問題 を理解 す るだけの用意

がな いとい うこと。 第3は,利 害 の対立 があ り,ま た各

国 にお ける理解の隔 た りがあ るとい うことである。

4.各 国の反応

次に,各 国の利害 の収敷 とい うことを考 えてみる。 た

とえばアメ リカを考 えてみた場合,自 分 たちに都合の い

い方 向を考 えるのは当然 であ る。 しか し,こ ういった現

象 に対 して,ア メ リカは余 り強 い規制措置 を とろ うとは

ト

しない。 とい うのは,ア メ リカが どちらか とい うと一方

的 な供給側 にあ るか らである。 これはアメ リカの国民の

一般的 な考 え方 に も当てはまるが これ を忘れて はい けな

い と思 う。 こういった認識 のな さとい うものがTDFに

対 しては正 しい判断 をす る場合の1つ の障害にな ってい

る。つ ま り,こ ういったTDFの メ リット ・デメリッ ト

とい うことを考 える場合 に,わ れわれ はまだ経験 もない

れば測定の方法 もな い。 そこで,ア メ リカ人 の本来 の プ
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ラグマテ ィックな考 え方 を もってすれば,わ か らな い こ

とについては現 象がは っき りした形 を とっていないの だ

か らまだいま対処す る必 要はない とい う考 え方 にな る。

ヨー ロッパは違 う。 つま り,現 象 が1つ の形 を とる前 に

まず問題 が問題 として出て くる ときに対処 す べ きで あ

る。そ うすれば,そ の現 象がいま起 こりつ つある事態 に

おいて対処 した方が,そ の現象が確立 され て しまった時

にや るよ りも容易 であ るとい うふ うにわれ われ ヨーロ ッ

パ人 は考 える。 た とえば,バ ランス ・オブ ・パ ワー,勢

力 の均衡 とい うことを考 えるよ りも,む しろ プライバ シ

ー とい うことの保護 を積極的 に考 える
。お もしろい こと

に こうい った ものが いわゆるローマ法 とい う法 典に とら

われ る文化 か らではな くて,北 お よび北西 ヨー ロッパつ

ま りス ウェーデンか らそ うい う考 え方が来てい るとい う

ことであ る。 ただ,プ ライバ シーの保護 とい うの は,た

だ単 にみんなが考 え始 めただけではな く,ECに お いて

もよ く考 え られている。 同時 に,経 済的,社 会的な影響

とい うものについて も考 えが およぶよ うにな った。つま

り,ヨ ー ロッパの外 にデー タバンクが あると考 えるとい

うことであって,し か もそれが ヨー ロッパ人 の情報の非

常 に重要 な源 である とい うことにな った場合 に,国 際的

な分業が起 こって,そ れの中で活 動を振 り分 けてい く場

合 に,そ ういった情報の源が外 にあ るとい うことによっ

て起 こる問題 は大 きく,ま た こうい うことによ って失業

とか通商上の不均衡 等に関 して もむず か しい問題 をおよ

ぼす。 そ うで あるが ゆえに ヨー ロッパ は積極的な態度 を

とり,TDFの 研 究項 目に関 して も立法措置 をと りつつ

あ り,ま たECと か ヨー ロッパ委員会 で もこの問題 を考

えている。

開発途 上国に とっては,ま た問題 は違 う側面 を持 って

い る。 開発途 上国は非 常に多量 の情報 を必要 と し て い

る。 しか し,開 発途 上国 とい うのは新 しい形 の植民地主

義の台頭 を も同時に恐 れてい る。

社 会主義国,ソ 連 とか,そ うい った国々を考 えてみる

と,自 由 とい う問題 を社会主 義諸 国は定義 するわけであ

る。 つま り,社 会の基本的な法則 として情報 の自由な交

換 とい うものがあ り得べ きなのであ るか どうか とい うこ

とであ る。 もしノー とい うことにな れば問題 は非常に む

ずか しい。 しか し,も し社会主義 国がノー と言 った場合

には,全 世界 的な意味 での科学面での協力 とか,そ うい

う観点 か らいって も社会的な生産は落 ちると思 われる。

最後に この問題がまだ熟 していない とい うことを再度

強調 して 申し上 げたい と思 う。 もし自主的 なアクシ ョン

をとらない とすれば,こ の状況 は もっ と深刻な ものにな

るか もしれな い。 しか しなが ら,も し強い規制 をし くこ

とにな れば,あ る意味で それ はブーメラン的な効果 を持

ち得 るわけで自分の頭に その傷 を受 けるとい うことにな

る。 そ うい った理 由に基 づいて,こ の問題 は国際協力す

べ き分野 であ り,こ の問題 は孤立 して回答 を与 え得 る も

の ではない と思 われ る。

●

ぼ
¶
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情報処理 に関す る調査,研 究 開発,教 育 な ど

昭 和54年 度 事 業 計 画概 要

当協会の昭和54年 度事業計画がこのほど決まった。昭和54年 度は,53年 度 にひきつづ き,調

査,研 究開発,情 報処理に関する教育,コ ンサルテーション,奨 励,普 及,啓 蒙などの事業を

継続して実施するほか,会 員例会,研 究会,講 演会等を実施することになっている。

1.調 査,研 究 開発

(1)海 外における情報処理及び情報処理産業の

実態調査

わが国の情報処理及び情報処理産業の発展に 資 す る た

め,各 国政府の情報処理及び情報処理産業に関 す る施

策,ソ フトウエア産業,コ ンピュータ・サービス産業の

動向,ハ ー ドウエア産業の動向,各 産業界におけるコン

ピュータ利用状況等海外の情報処理産業の動向について

内外の各種文献,資 料を収集 ・分析 し,こ れを体系的に

とりまとめる。

また,必 要に応 じて海外に調査員を派遣 して詳細な調

査を実施する。

(2)わ が国の情報処理に関する動向調査

わが国の情報処理の実情 とその動向を把握するため,

コンピュータ・ユーザーを対象にコンピュータ利用状況

及びオンラ/ン 処理の動向を継続 して調査するほか1980

年代中期におけるわが国の情報化像について考察すると

ともに,そ の形成に必要な情報処理技術,制 度,環 境問

題等について,昨 年度の調査結果をもとに検討する。

また,わ が国の情報化促進に必要 とされる基盤整備の

ための諸問題について調査を行い,80年 代における情報

産業振興諸施策の策定に資する。

(3)情 報化の推進に関する調査研究

わが国の情報化を推進するため,コ ンピュータ・シス

テムのオンライン化振興策及びサービス開始が予定 され

ているデジタル ・データ通信網及び国際加入データ ・サ

ービスの効果的な利用方法,移 行方法等についてユーザ

の立場から調査研究する。また本年度新たに情報化促進

の基盤であるデータ ・ベース機能の拡大,普 及を図るた

め,デ ータ ・ベースに関 す る産業体制等の基礎調査 を行

う。

このほか昨年度 に引 き続 きコン ピュータ ・システムの

安全性,信 頼性,効 率性等 に関す るシステム監査につい

てその制度化 に伴 う諸問題の検討及 び企業 にお けるシス

テ ム監査導入可能性等の調査 を実施す るとと もに中小企

業 の情報化 を図 るため,モ デル業種 として選定 した貨物

運送業 界のシステ ム化 につ いて調査 し,業 界業 務の効率

的運営 をサポー トす る情報 ネ ットワー クの基本構想 を確

立 する。

(4)分 散 型 リソース処理技術の研究 開発

異機種の コン ピュータに分散す るデー タ及 び プログラ

ム等 を統合 して効率的に利用 す るためのユーザ ・サポー

ト機能及 び分散処理用 日本語端末 の開発について研究 を

進 めているが,本 年度において は,こ れまでの成果 を も

とにデー タ ・ベース統合 モデルを作成 し,異 機 種間 コン

ピュ・一タ ・ネ ッ トワークJIPNET(ジ プネ ッ ト)上 に構

築 したデータ ・ベースを利用 して,統 一問合せ言語及 び

NCC(ネ ッ トワー ク ・クリア リング ・センター)に よ

るアクセス実験 を実施 して,モ デル ・うくステムの総合評

価 を行 う。 また昨年度行 った基本設計 に もとづ き,マ イ

ク ロ ・コン ピュータを利用 した低 コス トで操作性にす ぐ

れた 日本語端末 のモデルを開発す る。

(5)マ イ クロ ・コ ンピュー タの応用に関す る

調査研究

わが国にお けるマイ クロ ・コンピュー タの普及拡大に

資す るため,昨 年度に引 き続 きシステ ムハ ウス業界 を中

心 とした関係業界及 びユーザーの実情 を把握 し,同 業界

の体質 強化並 びに協 力体 制の促進等 の基盤整備策につい

て調査研究す る。
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また,マ イクロ ・コンピュータの利用に必要 となる技

術動向,標 準化等技術的諸問題について調査するととも

に利用研究会を開催し,マ イクロ・コンピュータに関す

る幅広い知識の普及啓蒙を図る。

このほか,マ イクロ・コンピュータ利用システムの開

発,運 用を効率的に行う基礎的共通的技術を開発 し,シ

ステム・ハウス業界の技術力育成に努める。

(6)情 報拠点の育成に関する調査研究

わが国の政府,産 業界,公 共団体等が持つ情報の整備

とその効率的利用を狙いとした情報流通体制を確立する

ため,産 業別情報拠点 となりうる数業種を選定し,情 報

ネットワーク・モデル ・システムを作成するほか,そ の

運用上の諸問題を調査研究する。

また,地 域情報の流通体制について基礎的研究を行う

こととし,地 域情報(社 会,経 済,住 民情報等)及 び情

報拠点 となる各地諸機関の情報提供能力,情 報ニーズ等

を調査分析 し地域情報ネットワーク形成に関するマスタ

ー ・プランを作成する。

(7)社 会福祉関連機関等における情報処理 システム

の研究開発

国民の福祉に関連のある各種公益機関の経営合理化,

サービスの向上を図るため,こ れらの機関が共同で利用

する情報システムを開発することとし,こ れまでに当該

機関の事業内容及びシステム化に伴 う要望 ・意見等を調

査したが,本 年度ではこれら調査結果にもとづ き,特 に

ニーズの高い業務を選定してモデル ・システムを作成す

るとともに,そ の実験,評 価を通 じ実用システム構築の

ためのフィージビリティ分析を行 う。

(8)第5世 代の電子計算機に関する調査研究

次,次 世代(第5世 代)の 電子計算機の開発にあた り

必要 となる,長 期的な視野に立った技術開発戦略を策定

するため,将 来の情報化ニーズ及び社会環境条件等につ

いての予測を行うとともに,コ ンピュータの持つであろ

う諸機能について,基 礎理論,ア ーキテクチ ャ,ハ ー ド

ウエア,ソ フトウエア,等 各方面から総合的調査研究を

行い,第5世 代 コンピュータの コンセプ トを検討する。

また,こ れらの予測にもとづき第5世 代のコンピュー

タの中核 となる技術の開発体制及び開発戦略に関する構

想を確立する。

(9)受 託調査 ・研究開発

官公庁よ り受託 し,情 報処理に関する調査,研 究開発

を行うもので,本 年度予定 されている主な ものは次の通

りである。

イ

ロ

ノ、.

ホ

ヘ

ト

中央省庁における共通ソフ トウエアの開発

行政情報共同処理システムの開発

貿易情報システムの研究開発

漢字情報システムの適用分野に関する調査研究

中小企業向け標準システムの開発

商標機械検索システムの開発

ミニコンの現状 と将来動向に関する調査

2.教 育

(1)上 級情報処理技術者等の養成

上級情報処理技術者,情 報処理部門の管理者及び情報

処理技術者を教育する者等を養成するため,学 識経験者

を講師に迎え,シ ステム設計関係 コース経営 ・管理関係

コース,ソ フトウエア ・エンジニアリング関係 コース等

の講座を設け,効 果的な研修を実施する。

(2)海 外における情報処理要員の教育等実態調査

米国における情報処理要員教育の実態について,調 査

員を派遣してその形態,教 育内容等を調査するとともに

経営者及び管理者に対するマネジメント教育における情

報処理教育の位置付け,内 容等 も併せて調査する。

(5)情 報処理技法の調査 ・研究

研修内容の充実を図 り,社 会のニーズに対応 したもの

にするため,必 要な情報処理技法について検討 し,そ の

結果 をもとにコースの新設,教 材の開発を行 う。

(4)情 報処理技術者教育に関する調査

情報処理技術者の量的拡大及び質的向上を図るため,

政府実施の情報処理技術者試験 との関連において,研 修

のあり方,教 育内容等を調査研究する。

(5)実 効的技術移転のための情報システム諸問題

の研究

国際的な技術交流が深まる中で,そ の技術移転の効果

を上げるため,わ が国の個々の企業及び専門家が持つ各

種技術を体系化するとともに,そ の技術移転に際 し情報

処理システムの果す役割等について検討する。
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(6)コ ンピュータ啓蒙講座の開催

情報化についての正 しい理解と関心を深めさせるため

都内及び地方都市の中学生を対象に 「コンピュータ啓蒙

講座」(6回),全 国各地の高校生を対象 とする 「情報

化セ ミナー」(6ヵ 所)及 び教員,実 務家を対 象 とす る

「移動教室1(2ヵ 所)を 開催する。

3.コ ンサルテ ー シ ョン,奨 励,普 及,啓 蒙

(1)コ ンサル テー シ ョン

コン ピュータ及 び開発 ソフ トウエアの利用促進に関す

る コンサルテーシ ョン並 びに関連す るシステム設 計,プ

ログラ ミング及 びデー タ処 理サ ー ビスを行 う。

(2)研 究 奨励

● 情報処理の高度化及び適用分野の拡大に寄与する新 し

い理論及び技術の研究開発を積極的に助成するため,優

秀な成果をあげた企業,学 校,個 人に対する研究将励金

の交付対象を選定する。

(3)シ ンポジウム等の開催

経営者,管 理者を対象とする情報処理シン ポ ジ ウ ム

(3回)及 び官公庁の トップ ・マネージメント層を対象

とする トップセミナー(2回)を 開催する。

(4)情 報処理技術者試験制度に関する調査及び広報

通商産業省の実施する 「情報処理技術者試験」の充実

と円滑な推進をはかるため,調 査,広 報活動を通 じて政

府に協力する。

(5)国 際交流

海外関係機関との情報交換を行うとともに,情 報処理

に関し時宜に適 したテーマについての視察団,研 修団を

欧米に派遣する。

また,発 展途上国(主 としてアジア)の 政府及び関係

機関等の情報処理関係者を招へいし,わ が国政府,情 報

処理関係機関,メ ーカ及びユーザとの意見の交換を通じ

て国際交流を深める。

(6)情 報化週間行事

国民の情報化に対する正 しい理解と認識を高めるため

10月の第1週 に実施 される情報化週間についての総合広

報を行うとともに,同 期間中,関 係団体と協力して国際

講演 ・討論会(東 京),情 報化展示会(東 京及び地方1

都市)及 び講演 と映画の会(地 方5都 市)を 開催する。

(7)広 報

JIPDECジ ャーナル(年4回),海 外情報インデックス

(月1回),コ ンピュータ白書(年1回)及 び世界コンピ

ュータ年鑑を発行する。

また,海 外向け広報誌JIPDECREPORT(年4回)

及び英文コンビュー一夕白書(年1回)を 発行する。

(8)会 員に対するサービス活動

調査 ・研究開発成果の提供,施 設の利用,研 究会,研

修講座等各種行事への優先参加を通 じ賛助会員に対する

サービスの充実に努める。

1

・NCC'79参 加 と 米 国 情 報 産 業 視 察 団 募 集 の お しら せ －LIVＬVA-一 … 一 一 ・

◇6月2日 ～6月18日 ◇

当協会では,6月4日 か ら7日 までニ ュー ヨー クで開かれ るNCC'79(全 米 コンビ=一 一タ会議 ・展示会)の 参

加 と米国情報産 業視察団の団員 を募集 してお ります。NCCは 単 独 の コンピュー タ ・シ 。ウ としては世界最大 で

あ り,79年 は 会場 を二=一 口ヨー ク ・コロシアムに移 し,約1,700の 展 示 ブース と120以 上 の テ クニカル ・セ ッシ

・ンそして昨年に続 いてパー ソナル ・コンピュー タ ・フェス ティバルの開催 も予定 されています。

本視察団はNCC参 加 後米 国の先進的 なユーザ などを訪 問す る他,現 地の著名 な調査会社 による特別 セ ミナー

も計画 してお ります。

お問い合 わせ,資 料の請求は下記 まで。

㈲ 日本情 報処 理開発協会 技術調査部調査課

電話03-434-8211内 線539
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オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ に ょ る

受 注 ・生 産 ・在 庫 ・原 価 の 管 理

プ ラス チ ッ ク成 形 工 業 向 け標 準 生 産 管 理 シス テ ムー一…

〈中小企業向け標準生産管理 システム③〉

プラスチック成形工業を営む企業の約95%は 中小企業であるため,過 当競争,適 正利潤が確保

できない等の問題がある。

当システムはこのような状況をふまえ,開 発にあたりオフィス ・コンピュータを導入すること

にした。4つ のサブシステムから構成 され,7つ の機能(受 注 ・出荷 ・生産計画 ・実績収集 ・

外注 ・在庫管理 ・原価計算)を 扱っている。

1.プ ラスチ ック成形工業の概要

プラスチック成形工業を営む企業は業界団体の調べに

よると全国に約2,700企 業存在 し,そ の規模は約95%が

中小企業であり,と りわけ零細企業が多い。当業界は旺

盛な需要に支 えられて大巾な成長を続けてきたが昭和48

年の石油シ ・ック以降戦後はじめての落 ち込みをみせて

いる。 こうした状況に対処するため各企業は最大の努力

をはらっているが,高 度経済成長から安定成長への対応

は十分 とはいえず当業界の展開にはい くつかの問題が残

されている。それ らは次のとお りである。

①創業が容易なため新規参入が比較的容易で,事 業所が

多 く,石 油シ ョック以後過当競争が行われている。

②典型的な下請生産形態であるため需要産業の動向に直

接影響を受け,ま た取引関係において立場上弱いため

適正利潤の確保が難かしい。

③生産品目は多種多様であるが,こ れに使用する原料樹

脂の種類 も多 く,更 に独自の技術又は製品開発力にも

弱 く,他 業種に比べて技術集約度,知識集約度が低い。

④円高による納入製品の値引攻勢,内 製化の進行,材 料

支給等の問題が顕在化 しつつある。

今後の課題 としては次のものが挙げられている。

①共同化又は協業化,業 務提携等により,無 駄を省 き,

それぞれの企業の特質を生かした対応等構造改善の推

進。

②的確な情報の収集 と情報の分析能力とを向上させ,独

自の研究開発を進めて新 しいニーズにこたえる等知的

集約化の展開。

③低価格製品を放棄 して高付加価値製品への転換 を図る

ことによ り適正利潤を確保。

2.シ ステ ムの 目的 と範 囲

(1)シ ステムの目的

システムの開発に当っては,中 小 プラスチック成形業

者を取 り巻 く環境,管 理水準等を踏まえ,こ うした生産

管理を高度に実現する上で必要 となる,入 出庫あるいは

生産日報等の各種実績情報の効果的利用及び受注 ・在庫

状況等の各種情報のタイムリーな提供を主目的 とする。

(2)シ ステムの範囲

全てのプラスチック成形工業を営む企業を対象とした

ものであるが,具 体的にシステムを設計するに当っては

受注形態の基に多品種少量の製品をロット生産 している

企業を基本的なモデルとした。

また,生 産管理に関する機能は見積 り,金 型外注 ・試

作,受 注,出 荷,生 産,計 画,実 績収集,外 注,在 庫,

購買,原 価,売 掛 ・買掛の11の機能からなるが,こ れら

の機能の内,コ ンピュータ化のニーズが高 く,し かも効

果的であると判断される次の7つ の機能をコンピュータ

で扱 う機能の主な範図とし,こ れ以外の見積,金 型外注

・試作,購 買,売 掛 ・買掛の各機能については間接的に
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図一1シ ステムの機能構成

サポートするものとした。

3.シ ステムの 概要

当システムの機能は前述 した7つ の 機能 を扱い,ま

た,各 機能の うち,関 連度の高い機能はグループ化して

グループ単位で も利用できるよ うサブシステム構成をと

ることとしt。 各サブシステムと機能の関連は図一1に

示すとお りである。

(1)受 注管理サブシステム

受注管理サブシステムでは得意先からの注文の管理及

び得意先への出荷の管理を目的に受注台帳,製 品台帳へ

の注文内容の登録や得意先毎の出荷金額の集 計 等 を行

う。 このサブシステムで扱 う主な機能は次の とおりであ

る。

① 受注内容の登録及び注文受付票の発行

注文内容を受注台帳に登録するとともに日程計画等

各種計画を立て易 くするために注文内容に必 要 な 材

料,作 業時間等を付加 した注文受付票を発行する。な

お,こ れ らと同時に在庫の引 き当て も行 う。

② 受注推移表の作成

受注台帳の注文内容を月単位で得意先別にまとめ,

注文の傾向をとらえすみやかな事前準備を図ることの

できる受注推移表を作成する。

③ 出荷予定表の作成

受注台帳の内容を月単位で納期別,得 意先

別にま とめ,出 荷忘れの防止や得意先ごとの

納品書作成が簡易に行える出荷予定表を作成

する。

④ 出荷 内容の登録及び出荷実績表の作成

出荷内容,検 査内容を台帳に登録するとと

もに,そ れらを月単位で得意先別にまとめ得

意先毎に売掛金がどの程度であるか等をは握できる出

荷実績表を作成する。また,出 荷内容を登録すると同

時に製贔在庫の出荷消し込みを行う。

㍑[⇒ 受注管理サブ シ
ステム

帳

帳

台

〆口
"

受

製⇒

注文受付票専行柿資料

図一2受 注管理サブシステムの概略図

(2)工 程管理サブシステム

工程管理サブシステムでは生産計画の管理,製 造実績

の管理,外 注の管理を目的に生産計画の登録及び計画に

基づ く材料台帳等への引 き当て,日 報の目的別の集計,

外注先への注文書の発行,外 注先からの納入実績の登録

及び外注先徳の納入金額の集計等を行 う。

なお,生 産計画は受注状態,在 庫状態,金 型の取 り付

け状態,機 械能力などを基に計画立案担当者が立てるも

のとし,シ ステムではそのための各種資料作成及び計画

に基づ く各種処理を扱 う。.

このサブシステムで扱 う主な機能は次のとお りで あ

る。

㌶1[⇒
工程管理

サブシステム 回
,;「|・1由jデo由良

実 績 台帳

外 注 台帳

材 料 ・'卜製品 ・製 品 台帳
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図一3工 程管理サブシステムの概略図
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① 生産計画の登録及び生産計画表の作成

生産計画の台帳への登録及び計画に基づく在庫の引

き当てを行 うとともに週単位にまとめた成形機別,ラ

・fン別の生産計画表を作成する。

② 作業実績の登録及び生産実績表の作成

日報を基に作業実績 を製造台帳へ登録す る と と も

に,そ れらの台帳の内容を成形機別,ラ イン別に週単

位でまとめ,作 業がどの程度進んでいるか,ま た出来

高はどの くらいであるかをは握できる生産実績表を作

成する。

㊦ 製造実績表の作成

過去の製造実績を見積 り等の資料 として役立てるた

めに製造台帳の内容を月に一度製品別にまとめ,平 均

材料使用量,時 間,不 良塗笠がは握できる製造実績表

を作成する。

④ 各種不良発生状況表の1ノド成

製造台帳を基に製品別に不良発生状況を月に一度ま

とめ,原 因別に不良発生数量がは握で き,不良多発品,

金型の交換時期等の検討が行える成形時及び加1:時 の

不良発生状況表を作成する。

⑤ 機械 トラブル原因表の作成

製造台帳を基に成形機の故障等を時系列でまとめ,

機械 トラブルの発生状況のは握,部 品交換時期,買 換

時期の検討が行える機械 トラブル原因表を作成する。

⑥ 外注内容の登録及び注文書の発行

生産計画に基づ く外注内容を外注台帳へ登録すると

ともに外注先への注文書の発行を行 う。

⑦ 外注品納入予定表の作成

外注台帳の内容を納期別,外 注先別に週単位でまと

め,外 注先か らくる納品書のチェックが行える外注品

納入予定表を作成する。

⑧ 納入内容の登録及び外注先別納入実績表の作成

外注先からくる納品書を基に納入内容を外注台帳へ

登録するとともにそれらを外注先別に月単 位 で ま と

め,外 注先毎の買掛金がどの程度であるか,ま た,納

入遅延がどの程度生 じているかは握 できる外注先別納

入実績表を作成する。

(3)在 庫管理サブシステム

在庫管理サブシステムでは材料(原 料 ・資材),半 製

日冷 イ1庫管蒐

サプ ンステム
帳
帳
台
帳

台
品

台

料
製

品

材
半
製吋

発注指示一・覧等各種資料

図一4在 庫管理サブシステムの概略図

品,製 品の在庫の管理を日的に入出庫に基づ く各台帳の

更新,製 造に必要な材料の発注量の算出及び購買先別の

材料購入金額の集計等を行 う。

このサブシステムで扱 う主な機能は次の とお りで あ

る。

① 在庫の更新及び材料,半 製品,製 品の在庫一覧表の

作成

材料,半 製品,製 品の入出庫に基づいて各台帳を更

新するとともに,各 台帳を基に,在 庫状況,引 き当て

状況,発 注状況がは握できる一覧表を作成する。

② 発注量の算出及び発注指示一覧表の作成

製造に必要となる材料の数量 と実在庫数量か ら発注

量を算出し,発 注指示一覧表を作成する。なお注文書

の発行は注文書の様式が購買先ごとに異っている等の

理由によ り行わない。

③ 納入内容の登録及び材料納入実績表の作成

材料の納入内容を台帳へ登録するとともに,そ れ ら

を購買先別に月単位でまとめ購買先毎の買掛金がどの

程度であるかは握できる材料納入実績表を作成する。

(4)原 価管理サブシステム

原価管理サブシステムは製造原価の管理を目的に標準

製造原価の算出,実 際製造原価の算出を行 う。なお,計

算に含める原価の要素は,材 料費,成 形費,加工費 とし,

一16一
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図一・-5原 価管理サブシステムの概略図
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成形費 と加工費については作業時間に期末あるいは月末

の仮決算に基づ く機械レー ト,賃 金レー トを乗じて求め

る。

このサブシステムで扱 う主な機能は次のと お りで あ

る。

① 部門別の標準 ・実際の製造原価の算出及び対比表の

作成

材料使用量,作 業時間,外 注内容,時 間当 りの賃金

及び機械の レー トを用いて部門別の標準製造原価,実

際製造原価を算出し,そ れ らを対比 させた部門別標準

製造原価 ・実際製造原価対比表を作成する。

② 製品別の標準 ・実際の製造原価の算出及び対比表の

作成

o 材料使用量,作 業時間,外 注内容,時 間当 りの賃金

及び機械のレー トを用いて製品別の標準製造原価 ・実

際製造原価を算出し,そ れらを対比 させた標準製造原

価 ・実際製造原価対比表を作成する。

③ 製品別製造原価推移一覧表の作成

原価台帳を基に製造原価がどのように変化 してきて

いるかは握でき,売 価と対応させることにより単価交

渉などの検討が行える製品別に製造原価を時系列で示

した製品別原価推移一覧表を作成する。

4.コ ン ピュー タの 機器 構成

コンピュー タの利用方式 は種 々の ものが考 え られ る

が,処 理サイ クル,地 理 的条 件な どを考 え,一 般 にオフ

ィス ・コンピュー タと呼ばれている超小型 コン ピュータ

の 自社 導入 を前提 にシステ ムの開発 を行 うこととした。

想定 したオ フィス ・コン ピュータの機器構成並 びに導

入 及び運用 コス トは次 の とお りである。

(1)機 器構 成(図 一6)

(2)導 入 及び運用 コス ト コンピュータ利用方式の検討

先の構成のオ フ ィス ・コン

ピュータは買取 り価 格 で 約

1,200万 円 であ る。

これ を5年 リースで賃借 し

た場合,導 入時の一時費用 は

約150万 円,ま た運用時の維

時費用 は約35万 円 とな る。

図一6想 定機器構成

フ ロ ノじ一・アfス ノ 装:7`:

① 導入時の一時費用について

標準 システムの修正及びプログラミングを自社で行

うものとして,そ の費用は除いてあるが,こ れ らを外

部に委託する場合には修正度合に応 じたシステム設計

費及びプログラム作成費が必要 となる。

この費用 は委託先によ りかなり異ってお り,プ ログ

ラム作成について言 えば1帳 票当 り5万 円～20万 円 と

な っている。

② 運用時の維持費用について

コンピュータ操作員の人件費及び設備 ・備品の減価

償却費などは,除 いてあるので,運 用に当っては,こ

れ らの費用(操 作員については通常,専 任者1名 分で

よい)を 見込む必要がある。

5.導 入の手順

十分な導入のための検討を行いシステムの導入を決定

した後の手順は導入方法によって若干変って くるが大体

図一7に 示す とお りである。

コンピュータの 利用手 配

図一7標 準生産管理 システムの導入手順例(向 山

一17一
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回 線 利 用 制 度 の 改 善 を め ざ して

オ ン ラ イン ・シ ステ ム振 興 に関 す る提 言

当協会に設置している 「オンライン推進委員会(稲 葉秀三委員長)」 は,こ のほどオン

ライン ・システム振興に関する提言を発表した。

同委員会は,わ が国におけるオンライン ・システムの推進を図るナこめ,回 線利用制度の

調査 ・研究 ・提言を行うとともに,オ ンライン化実態調査の実施を任務 としてお り,発 足

以来10年 の歴史を持っている。同委員会の活動は,昭 和46年 のいわゆる回線開放や51年 の

他人使用制限の緩和に大 きな影響を与えた。

同委員会はさらに昨年来,オ ンライン・ユーザーの声を広 く反映したオンライン化推進

のための基本問題調査を行ってきた。今回の提言はその基本調査に基づ き,関 係当局,公

衆通信事業者,メ ーカーなどに対する端末機関係,ソ フ トウエア,回 線利用制度及び料金

等の問題に関して,11項 目に及※広範な政策的要望をとりまとめたものである。

1

1.基 本的概念

当委員会 は 「情報処理設備,ソ フ トウエ ア,通 信設備

とそれ らの機能が統合 された シス テム」 としてオン ライ

ン ・システムを把握す ることを基本的 な提言 と し て い

る。

オ ンライ ン ・システ ムが,狭 義 の通信 システムをサ ブ

システムとして内部に持 つ ことは事実 である。通信 シス

テムを規律す るものはわが国において,有 線電気通信 を

中心 とし,公 衆電気通信法 や電波法 で構成 され る,い わ

ゆる通信法 である。 これ らの法制 はその制定 当時,コ ン

ピュー タやオンライン ・シス テムの出現 を予想 した もの

ではなか った。

したが って,も しオ ンライン ・システムを狭義の電気

通信であ るとす るな らば,昭 和46年 の公衆電気通信法改

正 は評価 されて良いが,コ ンピュー タやオンライン ・シ

ステムを予想 しなか った有線 電気通信法 を中心 とす る通

信法全体 によ る解釈運用には限度があ り,新 しいオンラ

イン ・システムや コンピュー タ ・ネ ッ トワークが要請す

ると ころの正当な機 能 を包み こむ ことは困難 とな る。

そ こで,こ の基本提言のよ うにオン ライン ・システムを

コンピュー タ出現以 前の通信概念 と切 り離 し,新 しい諸

設備 ・機能 の統合 されたシステム として把 えるこ とによ

り,初 めて時代に即した通信法の整合性ある構成が可能

と考える。このような観点から,新 しい構想を含めて現

行通信法全体の整備を要請 している。

2.基 盤 整 備

(1)諸 標準化,互 換性等促進体制の強化

オンライン・システムの複雑化に伴ない,一 方におい

てユーザーの個別ニーズの多様化に対処するとともに,

他方においてオンライン・システム構成要素間のインタ

フェースの標準化や機器の互換性を図る必要がある。こ

れらの嘩 賊 国による獺 ㈱ の強化・・必要であ、 ●

として,関 係当局の配意を要望した。

(2)オ ンライン化促進財税制の強化

また,オ ンライン ・システム化に伴なう省資源効果や

中小企業の連繋効果の大 きさやその意義を考慮 し,オ ン

ライン ・システム関連ハードウエア,ソ フトウエアの開

発及び取得においては,国 による金融支援措置,税 制面

支援措置の強化を推進するよ う要望 している。

3.端 末機設備推進対策

(1)端末機の開発,製 造,流 通に関して,国 の積極施策

を要望

1

¶
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(2)端末機の標準化,互 換性向上等に関 し,

力 と共にユーザー協力を要請

4.ソ フ トウエ ア対策

メ ー カ ー 努

オンライン関連 ソフ トウエアの開発流通 につ き,さ ら

に積極的な施策 を要望 している。

5.現 行通信回線利用制度の転換

(1)回 線利用制限の撤廃

メッセージ通信を主たる目的とする場合を除 き,オ ン

ラ・fン・システムにおける回線利用の一切の制限撤廃を

望むというのが,ユ ーザーの世論であり,当 委員会の十

年来の基本的要請である。

回線利用における共同使用,他 人使用の区別はわが国

独特のものであるが,ユ ーザーによって場合により,あ

るときは共同使用の回線利用申請がな され,あ るときは

他人使用として申請がな されているのが実情である。ま

た,い わゆるメール ・ボックス方式 といわれる,通 信交

換制限を避けるための伝送方式が散見 されることも周知

のとおりである。 これらは制度が現実に適さないための

歪んだ形 と見て も言い過 ぎではない。

A社 端末
X社

コン ピュータ

図一1基 本認容パターン甲

A社 端末a

A社 端末b

Bト1端Aこ

A社 端末a

社
コ ンピュータ

図一251年7月 認容パターン例乙

[ x社

コ ンピュー タ
一 Y社

コ ンピュータ <

(2)早 急に必要な当面の措置の要請

(a)共同使用

第一に,共 同使用認可基準の共同使用を許す業務関係

を拡大すべ きであ り,当 面の代表的な関係 として次の も

のを取 り上げている。

○製造業,卸 業,小 売業の各々と倉庫業及び運輸業

(代理店等を含む)の 関係

○同一資本系列にある企業同士の関係

第二に,メ ッセージ通信を主たる日的とする場合を除

き,メ ッセージ通信制限の解除が必要である。オンライ

ン ・システムにおいてデータ伝送以外にある程度のメッ

セージ通信が含まれるのは運用上当然であ り,メ ッセー

ジ通信の定義 も 「内容を変更することのない」情報の伝

達 とする現行表現では捕捉できな くなっている。

(b)他人使用

第 一に,昭和51年7月 の複数電子計算機 と複数端末か ら

成るシステムの条件づき認容を,ユ ーザーの強い要望を

ふまえて,図 一1～3の よ うに一歩進めたいと要請 して

いる。

パターン甲からパターン乙への容認範囲の拡大は,現

行法上可能な大 きな飛躍であったと考えられる。 しかし

図におけるXY間,AB間 の共同使用業務関係成立を前

提とする限 り,パ ターン乙 も丙 も全 く閉 ざされたシステ

ムであって,乙 と丙の間の制度的距離 ともいうべ き差は

甲と乙との間の制度的距離よりもはるかに近 く,共 に閉

域システムである点で,開 かれた私的通信交換を禁ずる

現行法上 も認容可能なパターンであるとしている。

第二のメッセージ通信制限解除の要請 と理由

は,前 記共同使用における要請,理 由と全 く

同一である。

A社b端 末

B社 端末

図一3本 提案における認容要請パターン丙

一19一

(3)相 互接続'

現在,異 種回線の接続はすべて郵政大臣の

個別認可が必要である。

相互接続の態様は,回 線の単独,共 同,他

人使用の別,さ らに国内,国 際回線の別など

を組み合わせると非常に複雑であるが,こ の

ため申請 してみなければ可否が全 くわ か ら

ず,時 間のかかる現行制度に批判がある。ま



ノ1Z)DECジ ャー ナ ル

た接続回線種が今後増加が予想されるが,接 続態様は複

雑 とはいえ逆にあらかじめ整然 とパターン化 され得る面

をもっている。相互接続 を厳格な規律のもとに置 き通信

システムの安全等を意図する趣旨は実現 しながらも,認

容態様を明示 した基準認可方式にきりかえることは十分

可能であり,弊 害 もないとしている。

6.デ ィジタル網利用の根本理念

(1)交 換網の本質

有限な社会資産である回路網を 「共同で自由に誰 との

間の通信に も」使いあうためにこそ交換網が存在するの

であって,こ の網に対し 「共同使用制限」を加えること

は交換網の本質に矛盾する。

また,手 続 ヒ・運用上,他 人使用 と共同使用の区別は

場合によりはなはだあいまいである。

従って特定回線であると公衆回線であると を問 わず

「他人使用」制限は,撤 廃されるか少な くとも課金先の

問題 と再販売の問題に整理 されるべ きである。

DDX,VENUSは いずれ もデータ,メ ッセージ,フ

ァクシ ミリのどの伝送 も可能である。 この3種 の情報の

境界は将来ともますますあいまいにならざるを得ない。

このような新 しい交換網にメッセージ通信制限をもち

込むことは難 しく,新 ディジタル網に一切利用制限を設

けないよう要望 している。

(2)ア ク セスの問題

欧米 におけ るデ ィジタル網計画 は,す べ てダイヤル ・

アップによ るアクセスが可能 なよ うに設計 されてお り,

わ が国のVENUSに つ いてはそのTク ラスで加入電話

に よるアクセスが計画 されてい る。 しか し,DDXで は

加入電話 によるアクセスは将来の こ とと され る と と も

に,サ ー ビス区域外 か らの アクセ スは特定通 信回線(専

用線)に よる もの とされているよ うで ある。

新 しいデ ィジタル網 の誕生 に際 して,技 術面 で もサー

ビス面 で も,国 内網 と国際網 とに整合性 を求 めるの は利

用者 として当然 である。

新 デ ィジタル網へ のアクセスについて,方 法,条 件,

料 金 につ いて,利 用者の便宜のため十分な配慮 をす るよ

う要望 してい る。

7.回 線 料 金

わが国の国内特定回線料金,国 際特定回線料金が,先

進国の水準に くらべ非常に高いことは衆知の事実 となっ

ている。

オンライン ・システムは,コ ンピュータ出現を予想 し

なかった時代の電気通信のうち外にある新 しいシステム

であって,特 定回線料金体系は電信電話料金体系にリン

クする必要はな く,独 自の体系が構想せられるべ きであ

る。特定回線料金は公益事業における公共料金 として,

他の公共料金と同じく原価主義に基づ く料金設定がなさ

れるべ きであるとしている。

また,料 金設定手続 きが整備される必要がある。特定

回線料金は認可料金であるが,そ の料金の新設改廃につ

いて実際の利用者の意見を事前に聴取する手続 きは明定

されていない。他の公益事業に比し,最 も完全な独 占事

業であり,代 替サービスを絶対に他に求めることのでき

ない回線の料金について,現 行手続 きは明らかに不備で

あり,利 用者の声を反映する制度の樹立が望ましいと考

える。

以上の要望は,デ ィジタル網の新料金体系,水 準,料

金規定の制定改廃手続 きについても全 く同様である。

8.サ ー ビス体 制

(1)夜 間,土 ・日 ・祝日回線保守体制の整備

(2)回 線利用申請手続の簡素化,迅 速化

9.準 公衆通信事業者制導入の検討

昭和49年,行 政管理庁の電気通信行政監察結果に基づ

く勧告において,現 公衆通信事業者 とは異なる通信網運

用主体 としての準公衆通信事業者についての制度的検討

に関 し,重 要な示唆がなされている。

わが国 とアメリカでは国情が異なっているが,ヨ ーロ

ッパでもアメリカで も例のないような,キ ャリアによる

情報処理サービスの兼営が,わ が国において行われるこ

とは問題がある。

従って,一 種の平衡政策 として,わ が国の経済,社 会

風土に適 した特殊通信事業者および付加価値通信事業者

(VAN)の 許容を,公 正に衆知を集めて検討してみる

一20一
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必要が ある。

また,オ ンラZン 技術水準 ギ ャップの問題 として,V

AN問 題 を見 る必要が ある。 回線利用制限 と民間VAN

拾 頭 を認 めな いわが国の制度が民間の データベース ・ネ

ッ トワーク関連 ソフ トウエアの発達 を阻害 した要 因であ

る。民間に も自由に デー タベース ・ネ ッ トワー クサー ビ

スを行わ しめ,そ の一環 としてVANを 許容 す ることに

よって初 めて技術 レベルが向上す る。

第二 の兼営 問題 として,現 行の公衆通 信事業者 がデー

タベース ・ネ ッ トワー クを運営 し,し たがってデータベ

ース ・サー ビスの一部 または相当部分 を行お うとす ると

き,現 在 の処理 サー ビスの収支問題や競 合サ ー ビスへの

不満が残 る。 ここに民間のVANを 必 要 とす るひ とつの

理 由があ る。

10.苦 情処理機構

回線提供不認可または付帯条件や,設 備サービス と民

間センター競合問題等の案件の処理を目的とする第三者

機関が必要である。

11.ハ ー ドウ エ ア ・メ ー カ ー へ の 要 望

ハー ドウエア先行 でソフ トウエア不満傾向の是正
,互

換性の拡大,マ ニュアルの平易化等の基本的部分での向

上強化に努力 す るよ うメーカーに要望 している。

一 コー ヒー ブ レーク

チ ップあれ これ

稲毛 龍雄

ヨー ロッパ を旅 して,わ が国 と違 ったチ ップの習慣 に

は悩 まされ る。 ホ テル まで タクシーを利用 す ると,メ ー

ター料金 の10%,手 荷物 を部屋 に運ん で くれるホテルの

ボーイには,50円 ～100円 玉,翌 朝 ベ ッ トをつ くるメイ

ドのために,枕 下 に同 じてい どの コイン,靴 を磨い て貰

うためには靴の申に,ホ テル を去 るときは勘 定 書 き の

10%を カ ウンターに,観 光バスに乗 って も降 りる時は,

出 口の受け皿に とい った具合 であ る。

値段が あるものはその10%見 当,労 力の提供に対 して

は50円 ～100円 玉 と思 えば間違いない とい うが,慣 れな

い 日本 人観光客 にはそ う簡単な ことではない。

心掛 けて も常 に コインが準備 されてい ると は 限 ら な

い。街 で買物 食事 をしてホテルに帰 り,翌 朝ベ ッ トチ ッ

プコイ ンのない ことに気がつ くことが往 々に してある。

その夜は 「バス タオル なし」 とい うよ うなお 返 し に な

る。 また,カ バンを開 け られ るで き心 を誘 わない とは限

らない。 同僚H氏 の話 に よ ると,ロ ーマの トイレに 入

り,知 らんふ りして出 た ら,お ば さんに追 いかけ られ,

隅の受皿に・チ・プを齪 されたとい う・まナ… の・i

㌻二㌘ 蒜 蕊 蕊ご㌻i
書 き・べ ・ トチ ・プを置いた とい うか ら豪儀 である・ あi

るい は,粗 悪なサ・・一ビスに対 しては,1円 玉 を皮肉 を こ1

め て置 くとい うか ら慣れ ぬ ものには で きかね る。

われに とり,か く,チ ップの習慣は わず らわしいが,、

∫
彼には人間尊重とい う伝統の所産なのか もしれない。人{

　 ノ

醐 係を円滑にし鋼 か社会鰯 者・こ対す… 一一}

ズ ・の匂 もす る・1

さ らに飛躍 す るな ら,エ コノ ミックアニマルの批難は1

躰 人が考えるより汲 深い ものか もしれない。{

1
(当協会 常務理事)1

～こおひいぶれい く
一)
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MCC

マ イコンセ ンター

の窓

システム ・アナ ライザーの完成

本誌No36,P・26で 紹 介 した システ ム ・アナ ライザー

が完成 した。

1.装 置の概要

本装 置はCRTお よ びキーボー ドを含む本体 とパーソ

ナルモジ ュールおよびオ プシ ョン入出力機器に よ り構成

されている。

(1)モ ニ ター機能

(2)リ アル タイ ム トレース機能

(3)オ シ ロス コー プ用 ア ドレスデータ出力機能

(4)1/Oオ プシ ョン機能

2.パ ー ソナルモ ジュール

(1)パ ー ソナルモ ジュールはその対象 とな るCPUチ

ップ固有のイ ンタフェースやROM化 された ソフ ト

ウエ アが内蔵 され ているパ ーソナルモジ ュール と,

CPUチ ッ プが実装 され るプロー ブ部 およびユーザ

の シス テムのCPU用 ソケ ッ トに挿入 される コネク

タ部 よ り構成 されてい る。

② ユーザシス テムとの結合方法 は次 の3通 りが可能

である。

①CPUチ ップにク リップで接続

②CPUチ ッ プを外 し,そ の ソケ ットに接 続

③ 被測定 モジュールの接続端子 に接続

(3)パ ー ソナルモジュールは本体 の右前部 に挿入 し,

本 体 と結合 してい る。

(4)CPUチ ップが変 った時 は,パ ー ソナル モジュー

ル を交換 す ることによ り対処す る もの とし,開 発対

象CPUは8080A,8085A,M6800の3種 類で ある。

3.機 能 詳細

(1)モ ニ タ機能

オ ンライ ンモー ド,オ フラインモー ド共可能 でソ

フ トウエア,ハ ー ドウエアデバ ッグに使用 す る。 こ

れ らの デバ ッグ時にな るべ く容易 に操作 で きること

を目的 として いる。

① オン ラインデバ ッグ機能

② リバースアセンブル機能

③ ニ ューモニ ックベ ースでの プログラム修正機能

④ 入力命令 の疑似実行

⑤ 入出力命令の単独 実行機能

⑥1ス テップ実行機能

⑦ ループカウン ト機 能

⑧ROMベ ースで可 能

⑨ メモ リーダンプの"0""1"CRT表 示 機能

(2)リ ア ルタイムの トレース機能

リアル タイム トレース はシス テム完成 後に生 じた

何 らかのバ グによ る異常動作 を発見 で きる ことを〔

的 としてお り,動 作 中のシステ ムに何 ら影響す る こ

とな く,結 合 も最 も単純 に して行 える。

(3)オ シ ロスコープモニタ用 デー タの出力

(1)のモ ニタ機能 ではバ グの種類 によっては発見 し

に くい場合 もあ り,こ れ らの補助 として用 いる。

(4)1/0オ プシ ョン

システムの拡張性 として接続可能 な構成 である。

これ らの インタフェース はで きる限 り本体 に内蔵 し

てあ る。

オプシ ョン機器 としては次の ものが ある。

① 紙 テー プリー ダ(8単 位,30字/秒 以上)

② 紙 テープパンチ ャ(8単 位,30字/秒 以 上)

③ プ リンタ(ASC1196文 字,80カ ラ ム100字

/秒 以 上)

④P-ROMラ イ タ(ソ フィアシステムズ製TH1020

型)

⑤ フロッピー デ ィスク(ミ ニフロッピーXZビ ノレ

トイン型)

⑥ テ レタイ プ(ASR33カ レン トル ープ)

④,⑥ についてはイ ンタフ ェースのみ開発⑤ に

つ いて は単 な る1!0と して使 い,ラ ンダムフ ァ

・fルとしての使 い方は しない。

以上概要 であるが詳細 にっいて は当協会 発行 の 「シス

テム'ア ナライザ ー」開発 に関す る資料 を参照 されたい。

一22一
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*昭 和54年 度情報処理研修 センター研修講座の ご案内*

クラス番号 コ … ス 名 定u 期 間 研修料

シ
ス

テ
ム

設

計

関
連

SE791 シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア 30名 54・10・11～55・3・19 20週 間 48川ll

SS791 SE養 成短期 30名 54・5◆8～54・9・18
毎 週211

、il'40日 間
30ノ∫円

SS792 SE養 成 短期 30名 54・10・]6～55◆3・5
毎 週211

。1'40H問
30川ll

SO791
オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム 投`汁

(基 本 技 法) 20名 54・7・16～54・7・20 5日 間 6川ll

SO792
オ ン ラ イ ン ・ シ ス テ ム1没`il'

(実 務 技 法)
20名 54・9・17～54・9・21 5B間 6万 円

SD791 デー タベースの導 入 と運用 20名

-一.

54・6・19～54・6・22

一　 -

4日 間 5ノ∫円

経

営
・

管

理

関

連

MM791 情 報処 理 部 門 管 理 者び)た め の
マ ネ ジ メ ン ト 15名

5・1・6・ll-54・6・15

54・7・9-54・7・13
1011問 lo万lll

'

MM792 情 報 処 理 部 門 管 理 者の た め ノ)
マ ネ ジ メ ン ト 15名

55・1・21～55・1・25

55・2・18～55・2・22
1011問 lo万 円

MU791 効 果 的な外注管理の進めノ∫ 20名 54・10ふ ユ5～54・10・18 4日 間 5万 円

MC791 コ ン ピ コ.一 タ ・・セ キ ュ リ テ ィ 20名 54・6・6～54・6・8 3日 間 4万 円

ME791 DP部 門 の 戦 略 的1汁lll{i 20名
54・5・9～54・5・10

54・5・16～54・5・17
411問 5万 円

MP791 中 ・長期経営計画モデルの
実際 20名 54・6・25～54・6・29 511間 6万 円

MR791 マ ネ ジメ ン ト ・ リサ ー チ 20名 54・5・11～54・12・14
毎 週 金 曜
。卜32日 間

28川lj

MS791 計 量 マ ー ケ テ ィ ン グ
(演 習 篇) 20名 54・7・2～54・7・6 5U間 6万 円

MS792 計 量 マ ー ケ テ ィ ン グ
(事例 篇) 20名 54・9・3～54・9・6 4日 間 5万11]

MA791
シ ス テ ム 監 査iの 「法 と

そ の 活 用 20名 55・2・4～55・2・8 5日 間

－AL'

7万 円

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

関連

PS791 管 理 者 の た め の ソ'ノ トウ ェ ア
開 発 管 理r法 15名 54・9・25～54・9・27 3日 間 4万 川

PE791 効 果 的 な ソ フ トウ ェ ア
開 発 技 法 20名 54・5・21～54・5・25 5H間 6万 円

PE792 効 果 的 な ソ フ トウ ェ ア
開 発 技 法 20名 54・7・9～54・7⑨13 5日 間 6万 円

PR791 高信 頼性 ソフ トウェアの
開発管理 手法 20名 54・12・3～54・12・7 5日 間 6万 円

PM791 モ ジ ュ ラ ・プ ロ グ ラ ミン グ 20名 54・10・22～54・10・26 5日 間 6万 円

PW791
ワ ー ニ エ ・プ ロ グ ラ ミ ン グ

メ ソ ド 20名 54・9・10～54・9・14 5日 間 6万 川

サコ

貨
餅

HM791 マ イ ク ロ ・ コ ン ピ ュ ー タ 20名 54・8・13～54・8・24 10日 間 10万 円

HM792 マ イ ク ロ ・ コ ン ピ ュ ー タ 20名 55白1・21～55・2・1 10日 間 10万 円

撃 TN791 数値解析 20名 下期開講 の予定 です。詳細は追 ってご案内 申 し上 げます。

TF791 有限要素法の基礎 15名 55・2・25～55・2・29 5日 間 6万 円

TE791 誤差解析 15名 55・3・10～55・3・14 51{'間 6万 円

夜

間

コ

ー

ス

XE791 情報処理技術者上級(A) 30名 54・5・8～54・9・27
夜 間 毎 週2回
、汁40回, 6万 円

XE792 情報処理技術者上級(B) 30名 54・11・6ぺ55・3・18
夜間毎週2回
計30則 4.5万 円

XS791 情報処理技術者中級 30名 54◆5・8～54・9・27
夜間毎週2回
計40回 6万 円

XM791 経営数学入門 30名 54・6・5～54・9・20
夜 間 毎 週21t
;1卜3016

1
| 4.5万 円

XM792 経営数学入門 30名 54・11・6～55・3・18
夜 間 毎 週21'
膿汁3011

|
1 4.5万 円

● 昼 間 コー ス の研 修 時 間 は9:30～16:30で す。

● 夜 間 コー ス の研 修1時 間 は18:00～20:00でS'.

必要書類 受講申込書

申込方法 郵送またはご持参下さい。

お急 ぎの場合は電話でも申し込みを

お受けします。

問い合わせ先 〒105東 京都港区浜松町2-4・-1

世界貿易センタービル7階

㈱日本情報処理開発協会

情報処理研修センター 教務課

電話 ⑨3(435)6513.6514
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西 日本 における情報核/

シンクタンク機能の発揮へ

関西 「復権」の基盤整備作 りに協力

財団法人 関西情報センター

理事 ・事務局長

多 田 信 吾

情報化社会の要請に応 え,西 日本地域がより豊かな経

済社会の発展を期するためには,と くに関西における多

元的情報の収集,処 理,利 用における社会的投資の効率

化に努め,情 報処理の高度の発展をもたらすことので き

る体制を確立することが必要である。そのためには,関

西が西日本における情報化社会の中枢管理機能の拠点 と

して,一大情報センター,一大頭脳集団の役割を果 さなけ

ればならない。 このような日的を達成するために,通 商

産業省の指導のもとに,関 西における地方公共団体,産

業界,学 界の総意によ り,昭 和45年,財 団法人関西情報

センターが設立 され,以 来今日に至るまで,国 の情報化

政策に関する西 日本のパイプ役であり,か つ情報拠点 と

して,ま た当該地域の情報化問題,社 会システムなどを

取 り扱 う公共的シンクタンクとして,国 や地方公共団体

産業界の助成 と支援をうけなが ら,積 極的に事業活動を

行ってきた。

考 えてみれば早いもので,私 がこの道に入 って9年 目

になるが,こ こ数年の実績をみると毎年,ソ フトウエア

の研究開発5件(主 として自主研究),都 市計画 ・地域

開発,社 会構造に関するプロジェクトを中心にした調査

研究15～20件(主 として委託研究)の ほかに情報化週間

行事,情 報処理技術者の育成などの教育訓練啓蒙活動を

実施 してきており,過 去に実施 したプロジェクトを合計

すると200件 近 くになる。わずか50名のわれわれの組織

で,ま が りな りに も消化できたのは,大 型コンピュータ

の威力 と関西における官 ・産 ・学各界の有能なスタッフ

の方々のプロジェクトへの積極的参画の賜で あ る と思

う。

ところで,最 近,関 西で常に話題とな り論議をか もし

ているのは 「関西の復権」問題である。これは,昨 年7

月に,昭 和60年 を目途 とした近畿地域産業構造長期 ビジ

ョンが近畿地域産業構造懇談会報告 として発表 されたこ

とによる。報告書は,近 畿経済の現状 と将来像,近 畿経

済の課題 と発展のための基本方策,近 畿経済の 「復権」

とその具体策から成 っているが,こ こにいう 「復権」と

は,「 過去において保持 していた権利ないし権力を保持

するということではな く,ま た単に物質的,量 的側面に

おいて近畿の対全国シェアを復元 しようということで も

ない。……むしろ精神的,文 化的,質 的側面をも含めた

真の豊かさの実現であり,近 畿の優れた特性と潜在的活

力を発揮することによって,近 畿2府5県 全域のバラン

スのとれた住みよい社会を建設 しようとい うこ とで あ

る」(近畿地域産業構造長期 ビジョン報告書97頁)と 規定

されている。

近畿の 「復権」問題を関西情報センターにスポットを

あてて考えてみると,長 期的には近畿経済の発展のため

の基本方策に盛 り込まれている産業構造の高度化,中 小

企業の振興,流 通機能の強化などの諸問題に(情 報処理

機能を担 う一つの拠点 として)ど のように貢献 しうるか

にあるが,当 面重要なことは,総 合技術研究開発シンク

タンクの設立,関 西国際空港の建設,国 際貿易センター

等国際関連施設の建設,総 合交通体系の確立などの近畿

経済 「復権」のための中核的プロジェク ト推進にあたっ

て当財団が公共的にシンクタンクとしてどのように参画

してい くかを検討することだと思 っている。

現在,当 財団が保有するコンピュータと蓄積 されたノ
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ウハ ウの活用 によ り関 西にお ける情報拠点 ・シンクタン

ク として,近 畿復 権のための中 核ll(」プ ロジェク トな どと

の関連 も考 慮 しなが ら積トll;的に推進 してゆ きたいプロジ

ェク トには次 のよ うな ものがある。

・1,地域社会情W乏化へσ)模索 －HI-OVISの 展1}}]

奈 良 県東生駒地区で実験 が行われてい る生活映 像情 報

シ ステムは,技 術面か らみれば,最 新の光 フプイバー通

信技術 を駆 使 して映像 による双方向 コ ミュニケー シ ョン

の確立 を〔指 す も〃)である。 ここで使われてい る高い技

術 とノウハ ウは生活 の情 報化はむろんの こと産業 分野や

社会 シス テムの分 野において も利用価値がrl'llく,経 済 基

盤のか さ上 げを中心 として近 畿の復権 を実現 するための

応用技術の一・つ として は1'分 期 待 しうるものであ る。

当財 団では,1昨 年か ら昨年にか けて,産 業分野へ の

適用 調査 として,関 西の代表的産業で あ りかつ高付加価

1直化への早急 な転換 を迫 られている繊維産業 を選 び,映

像情 報の適用 可能 な分野 と適用 のために必要な システム

の機能について フ ィー ジビリテ ィスタデ ィを行 った◇

現在,国 鉄大阪駅 ター ミナル ビルおよび関 係 駅 施 設

(昭 和58年 完 成 予定)へ の映像 情報システ ムの適用可能

性調査 を行 っているが,さ らに今後近畿の復権 のために

提案 されている種 々の ビッグプ ロジェク ト(関 西国際空

港,大 阪産 業貿 易セ ンター ビル,研 究 学術 都市,流 通卸売

情報セ ンター等)へ の適用 について も検討 を行 いた い。

② 公共 的 デー タバ ンクへ の第一歩

一地域的公共 デー タ流通 のた めの実験 一

コン ピュータによる情報処理の定着 とと もに国や地方

自治体 をは じめ様々の機関や企業等で種々の デー タが作

成 され使用 されている。 この中に は作成者 側に も公開の

意思 があ りかつ他 の機関 に とって も有益な ものが多い。

それに もかかわ らず,ど こに どんな データがあ るかにつ

いての検索体制 の不備,記 録媒体 に関す る技術上の問題

プライバ シー保護や費用 分担等 の法制度上の制約な どの

ために必ず し もスムーズな流通が行われていない。 この

よ うな現状 に対 し最近 自治体や公的機 関な どで デー タの

検索,保 管 の共 同化 やそれを通 しての流通,利 用 の保進

を望 む声 が出は じめてお り,そ の ための体制作 りについ

て も考慮 がな されは じめている。幸 い,当 財団で は,日

常活 動を通 じて関 西地 区の各界主 要メンバー と密 接な関

係を保 ってお り共 同で これを実 施す る場 合の中核的役割

を]ltう こ とカミμ∫1走であ るoそ ういっナこi純ノぼか ら,こ の一

年間 に,公 共 び一 々の需要および供給 に関 する調査,技

術的問題 につ いての研 究および ・部'ハ1ゲ ラムの開 発な

どを行 った。 今後 は,各 種の機関を ネッ トした具 体的 な

データ流通実験 を行 い技術的,経 済 的,社 会的な側面 に

つ いて も検討 を加 え,び 一 タ流 通の ための諸問題 につい

て研究 を進 める,、

この実験 を第 ・ステ ップ として,今 後情報流通機能の

拡充強1ヒにつ とめ地域情報化促進 にい ささかで も貢献 し

たい と考えてい る。

Cゾ関西 国際空港計ldliに係 るデー タの蓄積 ・保管 な ど

空港構想 に基づ いて公害問題な どを起 さない新 しい空

港 づ くりをすす めるには,建 設,運 営に伴 って大 気汚染

は どうな るかな どの環境影響評価 を行 わね ばな らない。

そのた めの調査 には,騒 音 ・大気汚染 ・小質汚濁調査な

どその範 囲 は広 く,膨 大 なデー タが作成 されるが,そ の

デー タの統合化 あ るいは一元化 は,ア セスメン トの基礎

資料 として極 めて重要 であ る。 当財 団では,関 西 国際空

港 に係 る大 気汚染調査 の一環 として,現 在,通 年観測気

象 データ,特 別観測気象 デー タ,移 流拡散実験 デー タ,

大 気汚染現況 データ等の整理,蓄 積 を行い,こ れ らデー

タの図表 による表現 わよび分析 を行 うとと もに各予測 シ

ミュレーシ ョン等 に必要 なデータを提供 している。 今後

も引 き続 き環境 デー タの整理 ・蓄積 を行 い有効 なデータ

バンクシステムの確 立に努 める。 公共 的研究機関 による

デー タの保管 ・蓄積 は,デ ー タ利用の効率性,経 済性か

らみて もその意義 は大 きく,ま た これによ って,空 港 の

みな らず今後 の同種大規模 プロジェク ト推進にあた って

の情報拠点 として大 いに有効 であると考 えてい る。

これ らのプ ロジ ェク トのほかに,関 西主要 シンクタン

クの相互交流 と連携 の強化,共 同研究の推進 を可能 とす

るよ うな体制作 りな ども検討 している。

いずれに して も今後 は 「新 しい関西」の基盤整備 や復

権 のためのプ ロジ ェク トを促進 で きるよ う微力なが ら努

力 したい と念願 している。
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こ
お
ひ
い
ぶ
れ
い
く
ー

において,新 たに常務理事2名 の選任について議決 され

2月1日 付けをもって就任 した。

会 長

副 会 長

専務理事

常務理事

常務理事

常務理事

常務理事

上 野

斎 藤

手 島

吉 野

山 村

金 井

稲 毛

幸 七

有

篤 二

元之助

賛 平

二 郎(新 任)

龍 雄(〃)

 

りよだJIPDEC
(ジ プ デ ッ ク)

◇昭和53年度第5回 理事会開催

さる,3月23日 に開催 された昭和53年 度第3回 理事会

において,昭 和54年度の事業計画および収支予算が承認

された。

◇昭和53年 度第3回 シ ンポ ジウム開備

当協会 とθ 九州産業技術連盟の主 催によ り下記 のよ う

に本年度第3回 シ ンポジウムを北九 州市 で催 した。

「lII寺 昭 和54年3月15日(木)9:30～16:30

会 場 北九州市消 費生活 セ ンター

テーマ マイクロコンピュー タの利用 のために

参加人数 約80名

◇昭和53年度第2回 理事会開催

さる,1月16日 に開催された昭和53年 度第2回 理事会
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報告書,映 画,ス ライ ドのご案内

◇52年 度事業報告書

欧米 の デー タベー ス ・サー ビスー海外調査 員報告一一

海外の情 報産 業

*総 合貿易情報 システ ム調査 報告ll}1(Xl1)

*国 際 情報 ネッ トワー クに関す る調査i研究 刊乏告,i}二

才 ンライン需要調査報告lll:

オ ン ラインシ ステム振 興に関す る基 イく意 見調 査i報;[己1}:

*シ ス テム監査の現状 と問題点

一情報化社会の健全なルール確"ilを も とめて

マイク ロコンピュー タの養鶏および

鶏卵管理 システムの応用に関す る`llll査i研究

分 散型 リソース処刑'技術の研究開発
'771h}∫f艮イヒL日除

,1苦力爽・1司/司f‖会

貿易情報 システム化の話

コンピュータ ・セキ ュ リテ ィ関係資料要 訣集

※.ヒ級情 報処理技η1渚下'1成指 針(第1)Hl～ 第3部)

映 画

… 頒 布 価 格;

◇ ビデオ ・プ リン ト(頒 布のみ)

蓮 §∈ …円.纏 §、.竺 ・…ニー・.
ン _1ン ー.一一ー

チ 般 …`2r

.900E]一.こ1般 三 〇〇〇円...

映画 お よび ビデオ ・プ リン トの頒布 または貸 出 しご

希望の方 は当協会技術課(434-8211内 線525)ま

で ご連絡 くだ さい。

題 名 仕 様 ⊥
般 賛助会n…　

竃i;ll蕊 ㌶;・ll:隠隠
考 え る企 業116%カ ラ ー2.1分94,000円86,00011.]

ll

枇 ち の情 繊 剛1C轍 ラー2三分118・ … 円il・8,…F]

艶 二 の雌 を め;1・%・ ・一 ・・分i12・ …rl・,1・6,・ … 」

遍 ル ギ ー と離 一 ㌃ ・・分i12・ ・… 円1116,… 円

警 ち と'ン ピ1・ ・%・ ・一・・分i95・ ・⇒ ・7,… 円

蒜 ピa－ 夕 の あ16%・ ・一・・分 ・6・… 円i・8,… 円

貸出料:2H目 以降半額

ス ラ イ ド 名

や さ しい

ilORTRAN

や さしい
CO30L

や さし い
コ ン ピ ュー ク

私 た ちの
コ ン ピ ュー タ

分 類 番 号

52-ROO1

52-ROO2

52-ROO3

52-ROO4

52-・ROO5

52・・一－ROO6

52-ROO7

52.ROO8

52・-SOO1

52-EOO2～EOO4

価 格

2,soolrj

f守庫 な し

1,600円

3,500「lj

1,800円

3,200[i」

2,500[iJ

2,800iり

6,5001]]

1,600円

900円

1,40011」

12,000円

スライ ド・テキスト

頒 布 価 格
仕 様`形 式. 一 般 賛助会員

㌶1ニ プ=ト{;:鍋;棚

禦 ∵.言 と;トT38:酬1糊
全3講 テ ー プ マ ウ ン ト55,000円5〔 〕,000[i]1

イ寸 ロ 一一ノレ45,0001-「j40,0001]」l
I

`全4講 テ ー プ マ ウ ン ト60 ,〔〕00円55,000円

イ寸 ロ ー ノレ55,0001Ll45,000rlj

貸 出 料:賛 助 会n,… 般 と も111LOOO円

テ キ ス ト 名

やさしいFORTRAN

や さしいCOBOL

OHP利 用 ガイド

OHP原 図

頒 布

一 般

1,200円

800円

3,000円.

6,000円1

価 格

賛助会員

1,000円
　

700円1

2,400円`

6,000円{
1

上記報告書およびス ライ ド・テキス トの頒布または閲覧 ご希望 の方 は当協会普及課(434-8211内 線535)ま で ご

連絡 くだ さい。 なお,*印 の報告書 については,コ ンピュtr－夕 ・エージ社(581-5201)で も取扱 ってお ります。

※ 印の報告書 は当協会情報処理研修 センター教務課(435-6513,6514)ま で こ連 絡 くだ さい。

{海 外のコンピュ_タ 関係の トピックスを紹介する海外情報インデックスを毎月1回 発行(無 料)し てお りますのiベ へ

1で ・C・・希 望 の 方 ・ ・ 当絵 調 査 課(434-8211内 線 ・38)ま でe連 絡 ・t・さ1・・1
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